
平成２９年第１回瑞穂市教育委員会定例会 次第 

平成２９年１月２４日 

開会 

日程第１ 平成２８年第１２回瑞穂市教育委員会定例会会議録の承認について 

日程第２ 会議録署名委員の指名について 

日程第３ 議案第１号 瑞穂市立本田小学校（校舎・屋内運動場）大規模改修 

工事について 

日程第４ 議案第２号 瑞穂市立南小学校大規模改修工事について 

日程第５ 議案第３号 瑞穂市部活動に係る社会人指導者派遣事業実施要綱の 

制定について 

日程第６ 議案第４号 瑞穂市図書館資料の除籍事務処理要綱の制定について 

日程第７ 議案第５号 瑞穂市外国語指導助手設置要綱の一部を改正する告示 

について 

日程第８ 議案第６号 瑞穂市学校生活支援員派遣要綱の一部を改正する告示 

について 

日程第９ 議案第７号 平成２７年度教育に関する事務の管理及び執行の状況 

の点検及び評価に関する報告書の提出について 

日程第10 教育長の報告 

日程第11 そ の 他 教育次長 

教育総務課長 

学校教育課長 

幼児支援課長 

生涯学習課長 

次回教育委員会会議の開催について 

平成２９年２月２４日（金）午後２時００分から 

閉会 



議案第１号 

   瑞穂市立本田小学校（校舎・屋内運動場）大規模改修工事について 

 瑞穂市立本田小学校（校舎・屋内運動場）大規模改修工事について、瑞穂市

教育委員会事務委任規則（平成１５年瑞穂市教育委員会規則第６号）第１条第

９号の規定により、瑞穂市教育委員会の議決を求める。 

記 

１ 工 事 名  瑞穂市立本田小学校（校舎・屋内運動場）大規模改修工事 

２ 契約方法  一般競争入札（予定） 

３ 工事場所  瑞穂市立本田小学校 瑞穂市本田９３８番地 

４ 工事概要  大規模改修工事 Ｎ＝１式 

・建 築 工 事 外壁塗装、屋上防水、内装工事

・電気設備工事 電灯取替（LED）、太陽光発電設置、火

災報知機更新

・機械設備工事 高架水槽更新、受水槽設置、トイレ洋式

化・多目的トイレ設置（体育館） 

５ 予 算 額  ３６１，５０３千円 

  平成２９年１月２４日提出 

               瑞穂市教育委員会教育長 加 納 博 明  

提案理由 

 施設管理計画に基づく改修を実施することにより、施設の長寿命化を図り教

育環境整備を行うもの。



議案第２号 

   瑞穂市立南小学校大規模改修工事について 

 瑞穂市立南小学校大規模改修工事について、瑞穂市教育委員会事務委任規則

（平成１５年瑞穂市教育委員会規則第６号）第１条第９号の規定により、瑞穂

市教育委員会の議決を求める。 

記 

１ 工 事 名  瑞穂市立南小学校大規模改修工事 

２ 契約方法  一般競争入札（予定） 

３ 工事場所  瑞穂市立南小学校 瑞穂市古橋１６６０番地 

４ 工事概要  大規模改修工事 Ｎ＝１式 

・建 築 工 事 外壁塗装、屋上防水、内装工事

・電気設備工事 電灯取替（LED）、太陽光発電設置、火

災報知機更新

・機械設備工事 トイレ改修（洋式化） 

５ 予 算 額  ２７５，２７０千円 

  平成２９年１月２４日提出 

               瑞穂市教育委員会教育長 加 納 博 明  

提案理由 

 施設管理計画に基づく改修を実施することにより、施設の長寿命化を図り教

育環境整備を行うもの。



議案第３号

瑞穂市部活動に係る社会人指導者派遣事業実施要綱の制定について

瑞穂市部活動に係る社会人指導者派遣事業実施要綱の制定案を別紙のとおり

提出する。

平成２９年１月２４日提出

瑞穂市教育委員会教育長 加 納 博 明

提案理由

 技術指導に優れた社会人指導者を派遣することにより、中学校部活動の活性

化と教職員の多忙化解消を図ることを目的とした要綱を新たに制定するもの。



瑞穂市部活動に係る社会人指導者派遣事業実施要綱

（目的）

第１条 瑞穂市立中学校の部活動において、技術指導に優れた社会人技術指導

者（以下「社会人指導者」という。）を派遣することにより、部活動の活性化と教

職員の多忙化解消を図ることを目的とする。

（派遣対象）

第２条 社会人指導者の派遣対象は、校長及び当該部顧問が社会人指導者の派遣を希

望する部とする。

（社会人指導者の職務等）

第３条 社会人指導者は、校長の監督の下に顧問を補佐し、部活動の時間内において、

当該種目の専門的な立場から、生徒に対し、技術及び理論の指導を行うものとする。

２ 社会人指導者は、指導上知り得た秘密を漏らしてはならない。また、その指導を

退いた後も、同様とする。

３ 社会人指導者の派遣は、第５条の申請に基づき、予算の範囲内で教育長が決定す

る。

（社会人指導者の条件）

第４条 社会人指導者は、瑞穂市立学校の常勤の教職員以外の者で教育に対し理解と

識見を有する者のうち、次の各号のいずれかに該当する者とする。

（１）当該種目の技術的な指導の経験が豊富な者

（２）当該種目の競技経験が豊富で、かつ、優秀な者

（派遣申請）

第５条 校長は、前条の規定に適合し、社会人指導者として適当であると認める者を

選考し、社会人指導者推薦者名簿（様式第１号）とその者の履歴書（様式不問）を

教育長に提出しなければならない。

（委嘱）

第６条 教育長は、前条の推薦者名簿の提出があったときは、これを審査し、社会人

指導者派遣の要否及び社会人指導者としての適否を決定し、校長にその旨を通知す

るとともに、社会人指導者として派遣することを決定した者に対し、委嘱状を交付

する。

（解嘱）



第７条 教育長は、社会人指導者が次の各号のいずれかに該当すると認めたときは、

当該社会人指導者を解嘱するものとする。

（１）当該中学校の教育方針に反する行為があったとき。

（２）部活動の指導者として適格性の欠く行為があったとき。

（実績報告書の提出）

第８条 校長は、毎月、社会人指導者指導実績報告書（様式第２号）を教育長に提出

しなければならない。

（傷害保険への加入）

第９条 社会人指導者は、保険会社の普通傷害保険に加入するものとする。

２ 保険加入にあたっての手続き及びその保険料の負担は、瑞穂市が行うものとする。

（任期）

第１０条 社会人指導者の任期は、原則１年とし、年度途中の社会人指導者の任期は

当該年度の末日までとする。

２ 社会人指導者は、再任することができる。

（その他）

第１１条 この告示に定めるもののほか、必要な事項は教育長が別に定める。

附 則

この告示は、平成２９年４月１日から施行する。



様式第１号（第５条関係）

  年  月  日

 瑞穂市教育委員会教育長 宛

瑞穂市立  中学校

校 長 

社会人指導者推薦者名簿

このことについて、下記の者を推薦します。

記

No
. 部活動名 氏 名 住 所 連絡先

１

＜推薦理由＞

２

＜推薦理由＞

３

＜推薦理由＞

４

＜推薦理由＞

５

＜推薦理由＞

６

＜推薦理由＞



No
. 部活動名 氏 名 住 所 連絡先

７

＜推薦理由＞

８

＜推薦理由＞

９

＜推薦理由＞

１０

＜推薦理由＞

１１

＜推薦理由＞

１２

＜推薦理由＞

１３

＜推薦理由＞

１４

＜推薦理由＞



様式第２号（第８条関係）

  年  月  日

 瑞穂市教育委員会教育長 宛

瑞穂市立   中学校

校 長 

社会人指導者指導実績報告書

 このことについて、下記のとおり報告します。

記

月分 指導実績報告書     中学校   部  社会人指導者

月日 曜日 指 導 時 間 指 導 場 所 指 導 内 容

 時間

：  ～  ：

時間

：  ～  ：

時間

 ： ～ ：



議案第４号

   瑞穂市図書館資料の除籍事務処理要綱の制定について

 瑞穂市図書館資料の除籍事務処理要綱案を別紙のとおり提出する。

  平成２９年１月２４日提出

瑞穂市教育委員会教育長 加 納 博 明

   提案理由

 瑞穂市図書館の整備を進めるにあたり、図書館資料の適正化を図り整理を促

進するために、瑞穂市図書館資料等の不用決定等事務処理要綱（平成１８年瑞

穂市教育委員会告示第１１号）の全部改正を行うもの。



瑞穂市図書館資料の除籍事務処理要綱

瑞穂市図書館資料等の不用決定等事務処理要綱（平成１８年瑞穂市教育委員

会告示第１１号）の全部を改正する。

（趣旨）

第１条 この告示は、瑞穂市図書館条例施行規則（平成１５年瑞穂市教育委員

会規則第１９号。以下「施行規則」という。）第２条の規定に基づき、瑞穂

市図書館の資料の適正管理を図るため、資料の除籍について必要な事項を定

めるものとする。

（対象資料）

第２条 図書館は、次の各号のいずれかに該当する資料を除籍できる。ただし、

瑞穂市に関する資料については、この限りでない。

（１）受入れ後５年を経過し、資料的価値が認められなくなった資料

（２）汚損又は破損が甚だしく、修理が不可能な資料

（３）利用の可能性が低下した複本

（４）返却期限後５年を経過してなお回収不能な資料

（５）施行規則第１５条第１項の規定による弁償がなされた資料

（６）蔵書点検後５年を経過してなお不明な資料

（７）保存期限の切れた新聞又は雑誌

（８）災害等で亡失又は不明と推定された資料

（除籍処理等）

第３条 除籍した資料については、当該資料の所蔵データを削除するものとす

る。

２ 除籍した資料については、市内各施設等への無償譲渡、図書館事業での無

償譲渡、焼却等により処分するものとする。

（その他）

第４条 新聞及び雑誌の保存期限は別に定める。

２ 瑞穂市会計規則（平成１５年瑞穂市規則第３９号）第８２条による出納通

知は、同条に定める物品廃棄調書又は別記様式を添付して行うものとする。

３ この告示に定めのあるもののほか、資料の除籍について必要な事項は館長



が別に定める。

附 則

この告示は、公表の日から施行する。

別記様式（第４条関係）

瑞穂市図書館除籍資料明細書

資    料
備  考

資 料 名 資料コード



瑞穂市図書館資料の除籍事務処理要綱の制定について

１、現状

瑞穂市図書館の蔵書冊数                       平成 28年 11月末

一般書 児童書 合 計 開 館

本 館 144,149冊 56,945冊 204,711冊 平成 10年 8月、18年経過
分 館 24,525冊 38,338冊 63,660冊 平成 16年 7月、12年経過

  両館とも開館以来書架の増設も行い、収容冊数の増加に努めてきた。本館は平成 24
年度から積極的に除籍を実施しているが、閉架書庫にも収容スペースに余裕はない。

また、除籍によって「①図書館の蔵書は魅力的になり利用が増える。②内容の古くな

った資料が除かれることにより、蔵書全体に対する利用者からの信頼感が増す。③不

要な資料を維持していくための余分な労力や経費が節約できる」と考えられており、

積極的な除籍が必要である。そのため「瑞穂市図書館資料等の不用決定等事務処理要

綱」の全面改正を行ない、「瑞穂市図書館資料の除籍事務処理要綱」の制定を行なう。

２、主な変更点と効果 

（１）除籍対象資料の範囲拡大（資料受入後 10年→５年に短縮）  

除籍対象資料数 受入後 10年 受入後 5年 増加数

本 館 135,782冊 172,187冊 36,405冊
分 館 37,126冊 53,972冊 16,846冊

  《 年数短縮によって除籍の効果が顕著に現れる主な本 》

①旅行ガイド②制度改正等があり毎年出版される実用書（税金、年金関係等）や参

考図書③情報が古くなった医療関係の本④ＩＴ関係など日々情報が刷新される分野

（２）弁償後 5年を経過した資料 → 弁償がなされた資料
   図書館資料を亡失又は汚損した場合は、現品又は相当の金額で弁償している。今ま

では、弁償後 5年を経過してから除籍をしていたが、弁償がなされたら速やかに除
籍を行うとする。

《 過去 5年間の相当の金額による弁償冊数 》
年 度 平成 23年度 平成 24年度 平成 25年度 平成 26年度 平成 27年度
冊 数 34冊 49冊 25冊 30冊 42冊

受入後10年 受入後5年 除籍対象冊数の増加

資料 4-1 



新旧要綱の比較

（旧）瑞穂市図書館資料等の不用決定等事

務処理要綱

（新）瑞穂市図書館資料の除籍事務処理

要綱

変更点

１項 雑誌保存期間を経過した資料 ７項 保存期限の切れた新聞又は雑

誌

新聞を追加

２項 受入後 10 年を経過し、受入時の目
的が達せられなくなり、保存する価

値が認められなくなった資料

１項 受入後 5年を経過し、資料的な
価値が認められなくなった資

料

受入後の年

数を 10 年
から 5年に
短縮

３項 破損が著しく修理することが不可

能な資料

２項 汚損又は破損が甚だしく、修理

が不可能な資料

統合４項 破損した資料で修理してまで再使

用するにいたらない資料

５項 主要箇所が削除され、資料価値を失

った資料

６項 2部以上所蔵する資料のうち、利用
価値の少なくなった資料で、保存の

ために 1部を残した他の資料

３項 利用の可能性が低下した複本 表現を修正

７項 災害等で亡失、不明等と推定された

資料

８項 災害等で亡失又は不明と推定

された資料

変更なし

８項 返却期限後5年を経過してなお回収
不能な資料

４項 返却期限後5年を経過してなお
回収不能な資料

変更なし

９項 施行規則第 15条第 1項の規定によ
る弁償後 5年を経過した資料

５項 施行規則第 15条第 1項の規定
による弁償がなされた資料

弁償後 5年
→弁償がな

された

１０

項

蔵書点検後5年を経過してなお不明
な資料

６項 蔵書点検後5年を経過してなお
不明な資料

変更なし
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議案第５号

   瑞穂市外国語指導助手設置要綱の一部を改正する告示について

 瑞穂市外国語指導助手設置要綱の一部を改正する告示案を別紙のとおり提出

する。

  平成２９年１月２４日提出

               瑞穂市教育委員会教育長 加 納 博 明 

   提案理由

 平成２９年度より、勤務状況等の評価に基づいて外国語指導助手の職務内容

の追加と再任を行うため。



   瑞穂市外国語指導助手設置要綱の一部を改正する告示

瑞穂市外国語指導助手設置要綱（平成１８年瑞穂市教育委員会告示第７号）

の一部を次のように改正する。

第５条第４号中「補助」を「計画及び実践」に改め、同条第９号中「その他

所属長」を「学校教育課長」に改め、同号を同条第１０号とし、同条第８号の

次に次の１号を加える。

（９）夏季休業中の放課後児童クラブへの協力

第８条を第９条とし、第７条を第８条とし、第６条の次に次の１条を加える。

（評価）

第７条 教育委員会は、指導助手の勤務状況等の評価を行う。

２ 指導助手の勤務状況等の評価の評定者は、配属された各小中学校長及び学

校教育課長とする。また、実施責任者は、教育長とする。

附 則

この告示は、平成２９年４月１日から施行する。



瑞穂市外国語指導助手設置要綱（平成18年瑞穂市教育委員会告示第７号）新旧対照表

改正後（案） 現行

（職務） （職務）

第５条 指導助手は、教育委員会の任命を受け、学校等において校長又

は園長の指示を受け、次の各号に掲げる職務を行う。

第５条 指導助手は、教育委員会の任命を受け、学校等において校長又

は園長の指示を受け、次の各号に掲げる職務を行う。

(1)～(3) 略 (1)～(3) 略

(4) 日本人教員等に対する現職研修の計画及び実践 (4) 日本人教員等に対する現職研修の補助

(5)～(8) 略 (5)～(8) 略

(9) 夏季休業中の放課後児童クラブへの協力

(10) 学校教育課長又は校長が必要と認める職務 (9) その他所属長又は校長が必要と認める職務

（評価）

第７条 教育委員会は、指導助手の勤務状況等の評価を行う。

２ 指導助手の勤務状況等の評価の評定者は、配属された各小中学校長

及び学校教育課長とする。また、実施責任者は、教育長とする。

（研修） （研修）

第８条 略 第７条 略

（その他） （その他）

第９条 略 第８条 略

資
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議案第６号

   瑞穂市学校生活支援員派遣要綱の一部を改正する告示について

 瑞穂市学校生活支援員派遣要綱の一部を改正する告示案を別紙のとおり提出

する。

  平成２９年１月２４日提出

               瑞穂市教育委員会教育長 加 納 博 明 

   提案理由

 学校生活支援員に関する雇用形態を見直すことにより、勤務条件等を

整備する必要があるため要綱を改正するもの。



瑞穂市学校生活支援員派遣要綱の一部を改正する告示

瑞穂市学校生活支援員派遣要綱（平成１９年瑞穂市教育委員会告示第４号）

の一部を次のように改正する。

題名を次のように改める。

瑞穂市学校生活支援員設置要綱

第１条の見出し中「派遣」を「設置」に改め、同条中「ボランティアとし

て」を削り、「派遣する」を「置く」に改める。

第５条の見出し及び同条中「派遣」を「設置」に改める。

第６条の見出し中「派遣」を「設置」に改め、同条第１項前段中「派遣」を

「設置」に改め、「以内」の前に「１５０日」を加え、同項後段中「派遣回

数」を「配置及び人数」に、「派遣」を「設置」に改め、同条第２項中「回」

を「日」に、「派遣」を「勤務」に、「午前にあっては４時間以内、午後にあ

っては３時間以内とする。」を「６時間又は７時間とし、教育委員会が別に定

める。」に改める。

第７条の見出し中「謝金等」を「賃金」に改め、同条第１項中「謝金」を

「賃金」に、「支援活動１回あたり午前にあっては３，０００円以内、午後あ

っては２，２５０円以内をそれぞれ支弁する。」を「瑞穂市補助職員の雇用、

労働条件等に関する要綱第９条第１項（平成２１年告示第２９号）に定め

る。」に改め、同条第２項を削る。

第８条第２項を削る。

附 則

この告示は、平成２９年４月１日から施行する。



1/2 

瑞穂市学校生活支援員派遣要綱（平成19年瑞穂市教育委員会告示第４号）新旧対照表

改正後（案） 現行

瑞穂市学校生活支援員設置要綱 瑞穂市学校生活支援員派遣要綱

（設置） （派遣）

第１条 瑞穂市教育委員会（以下「教育委員会」という。）は、瑞穂市

立小中学校（以下「学校」という。）に 学習障害、

注意欠陥・多動性障害、高機能自閉症及び軽度発達障害等のある児童

生徒の学校生活への適応等を支援する活動（以下「支援活動」という。）

を行う瑞穂市学校生活支援員（以下「生活支援員」という。）を置く

。

第１条 瑞穂市教育委員会（以下「教育委員会」という。）は、瑞穂市

立小中学校（以下「学校」という。）にボランティアとして学習障害、

注意欠陥・多動性障害、高機能自閉症及び軽度発達障害等のある児童

生徒の学校生活への適応等を支援する活動（以下「支援活動」という。）

を行う瑞穂市学校生活支援員（以下「生活支援員」という。）を派遣

する。

（生活支援の設置要請等） （生活支援の派遣要請等）

第５条 校長は、生活支援員の支援の必要があるときは、瑞穂市学校生

活支援員設置要請申出書（様式第３号）を教育委員会に提出するもの

とする。

第５条 校長は、生活支援員の支援の必要があるときは、瑞穂市学校生

活支援員派遣要請申出書（様式第３号）を教育委員会に提出するもの

とする。

２ 教育委員会は、前項の申出があった場合は審査し、必要と認める学

校に予算の範囲内で生活支援員を設置する。

２ 教育委員会は、前項の申出があった場合は審査し、必要と認める学

校に予算の範囲内で生活支援員を派遣する。

３ 校長は、生活支援員の設置の決定を受けたときは、瑞穂市学校生活

支援員活用の具体的計画書（様式第４号）を教育委員会に提出しなけ

ればならない。

３ 校長は、生活支援員の派遣の決定を受けたときは、瑞穂市学校生活

支援員活用の具体的計画書（様式第４号）を教育委員会に提出しなけ

ればならない。

（支援の設置期間等） （支援の派遣期間等）

第６条 生活支援員の設置期間は、１年度150日以内を基本とする。生活 第６条 生活支援員の派遣期間は、１年度 以内を基本とする。生活

資
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2/2 

支援員の配置及び人数は、設置する学校ごとに教育委員会が別に定め

る。

支援員の派遣回数 は、派遣する学校ごとに教育委員会が別に定め

る。

２ 生活支援員の１日の勤務時間は、６時間又は７時間とし、教育委員

会が別に定める。

２ 生活支援員の１回の派遣時間は、午前にあっては４時間以内、午後

にあっては３時間以内とする。

（賃金 ） （謝金等）

第７条 生活支援員に対する賃金は、瑞穂市補助職員の雇用、労働条件

等に関する要綱第９条第１項（平成21年告示第29号）に定める。
第７条 生活支援員に対する謝金は、支援活動１回あたり午前にあって

は3,000円以内、午後あっては2,250円以内をそれぞれ支弁する。

２ 前項の謝金は、支援活動の月分にまとめて支弁する。支弁する日は、

教育委員会が別に定める。

（活動実績簿等） （活動実績簿等）

第８条 略 第８条 略

２ 校長は、支援活動が終了したときは、瑞穂市学校生活支援員活用実

績報告書（様式第６号）を教育委員会に提出しなければならない。



議案第７号

平成２７年度教育に関する事務の管理及び執行の状況の点検及び評価に

関する報告書の提出について

地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和３１年法律第１６２号）第

２６条の規定により、平成２７年度の教育に関する事務の管理及び執行の状況

の点検及び評価に関する報告書を議会に提出することについて、瑞穂市教育委

員会の議決を求める。

  平成２９年１月２４日提出

               瑞穂市教育委員会教育長 加 納 博 明 

提案理由

 教育委員会に属する事務の管理及び執行の状況について点検及び評価を行う

とともに、その結果に関する報告を議会に提出する必要があるため。



平成２７年度 

教育に関する事務の管理及び執行の状況 

の 点 検 及 び 評 価 に 関 す る 報 告 書 

【附 教育の事務の管理・執行の点検及び評価シート】 

瑞 穂市教育委員会 
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１．はじめに 

平成18年12月の教育基本法の改正と平成19年3月の中央教育審議会の答申等を踏まえ、平成19年6月に地方

教育行政の組織及び運営に関する法律（以下「地教行政法」という。）が改正され、「教育委員会の責任体制の明確

化」を目的として、同法第２６条に「教育に関する事務の管理及び執行の状況の点検及び評価等」が規定されまし

た。 

地方教育行政の組織及び運営に関する法律（抄） 

（教育に関する事務の管理及び執行の状況の点検及び評価等） 

第2６条 教育委員会は、毎年、その権限に属する事務（前条第１項の規定により教育長に委任された事務その他

教育長の権限に属する事務（同条第４項の規定により事務局職員等に委任された事務を含む。）を含む。）の管理

及び執行の状況について点検及び評価を行い、その結果に関する報告書を作成し、これを議会に提出するととも

に、公表しなければならない。 

2 教育委員会は、前項の点検及び評価を行うに当たっては、教育に関し学識経験を有する者の知見の活用を図る

ものとする。 
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２．教育委員会の事務の管理及び執行の状況の点検及び評価について 

 (１) 点検及び評価の目的 

点検・評価は、住民に対する行政の説明責任を果たすことによって教育行政に対する市民理解と信頼性の向上を

図るとともに、今後重点化を図らなければならない分野を明確にすることによって、市民が求める質の高い教育を

提供していくことを目的とする。 

(２) 点検及び評価の対象 

・対象期間 

平成２７年度（平成2７年4月1日から平成2８年3月31日まで） 

・点検及び評価対象事業 

① 教育委員会の活動状況 

② 教育委員会の主要事業の管理及び執行状況 

※平成18年3月に策定された「瑞穂市第１次総合計画」（平成18年度～平成27年度）の基本計画に掲げ

る施策体系において、教育に関する事務事業について、その管理及び執行状況について点検及び評価

を実施。 

③ 「瑞穂市教育の方針と重点」に対しての活動状況 
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(３) 点検及び評価の実施方法 

・点検・評価の手順は、次のとおりとする。 

１次評価 事務局担当課による自己評価 

教育委員会への提示 １次評価について教育委員会へ提示、説明 

学識経験者の知見の活用 学識経験者による意見聴取及び助言 

最終評価 外部意見を取り入れ、教育委員会における最終評価 

議会への報告書の提出・ホームページ公表 
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・評価基準について 

・方針基準について 

評価 内           容 

Ａ 順調に達成している事業。また、達成した事業 

Ｂ おおむね順調に達成している事業 

Ｃ 達成見込みが課題である事業 

Ｄ 達成が順調でない事業。また、未実施の事業 

方針 内           容 

継続 今後継続的に取組む事業 

拡大 今後拡大を行う事業 

改善 今後改善（効率化）を行う事業 

縮小 今後縮小を行う事業 

廃止 今後実施しないこととした事業 

完了 完了した事業 
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(４) 教育に関し学識経験を有する者の知見の活用について 

点検・評価の客観性を確保するため、教育に関し学識経験を有する方々から意見をいただくため、説明会を開催し、

次の学識経験を有する３名から様々な意見・助言をいただいた。 

・下 野
し も の

正 代
ま さ よ

（朝日大学保健医療学部看護学科教授） 

・後 藤
ご と う

信 義
の ぶ よ し

（岐阜大学教育学研究科特任教授） 

・西 垣
に し が き

吉 之
よ し ゆ き

（中部学院大学教育学部子ども教育学科教授） 
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３．点検及び評価の結果について 

（1）教育委員会の活動状況 評価 方針 

教育委員会会議の状況 A 継続 

調査活動の状況 A 継続 

（2）教育委員会の主要事業の管理及び執行状況 

評 

価 

Ａ 順調に達成している事業また、達成した事業 項目  ３９／５０（ ７８％）

Ｂ おおむね順調に達成している事業 項目  １０／５０（ ２０％）

Ｃ 達成見込みが課題である事業 項目    １／５０（  ２％）

Ｄ 達成が順調でない事業また、未実施の事業 項目    ０／５０（  ０％）

方 

針 

継続 今後継続的に取組む事業 項目  ４４／５０（ ８８％）

拡大 今後拡大を行う事業 項目   １／５０（  ２％）

改善 今後改善（効率化）を行う事業 項目   ２／５０（  ４％）

縮小 今後縮小を行う事業 項目   ０／５０（  ０％）

廃止 今後実施しないこととした事業 項目   ２／５０（  ４％）

完了 完了した事業 項目   １／５０（  ２％）

（３）「瑞穂市教育の方針と重点」に対しての活動状況 

評 

価 

Ａ 順調に達成している事業また、達成した事業 項目  ２２／２７（ ８１％）

Ｂ おおむね順調に達成している事業 項目   ５／２７（ １９％）

Ｃ 達成見込みが課題である事業 項目   ０／２７（  ０％）

Ｄ 達成が順調でない事業また、未実施の事業 項目   ０／２７（  ０％）

方 

針 

継続 今後継続的に取組む事業 項目  ２７／２７（１００％）

拡大 今後拡大を行う事業 項目   ０／２７（  ０％）

改善 今後改善（効率化）を行う事業 項目   ０／２７（  ０％）

縮小 今後縮小を行う事業 項目   ０／２７（  ０％）

廃止 今後実施しないこととした事業 項目   ０／２７（  ０％）
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瑞穂市教育委員会

平成23年度

平成24年11月20日 作成

教育の事務の管理・執行の点検及び評価シート
【学識経験者の意見・助言有り】



評価基準 方針基準

評価 内 容 方針 内 容

Ａ 順調に達成している事業。また、達成した事業 継続 今後継続的に取組む事業

Ｂ おおむね順調に達成している事業 拡大 今後拡大を行う事業

Ｃ 達成見込みが課題である事業 改善 今後改善（効率化）を行う事業

Ｄ 達成が順調でない事業。また、未実施の事業 縮小 今後縮小を行う事業

廃止 今後実施しないこととした事業

完了 完了した事業

評価基準及び方針基準

- 附1 -



(1) 教育委員会の活動状況

評価の括弧書きは、昨年度評価

予 算 額

千 円

決 算 額

千 円

不 用 額

千 円

地方教育行政の組織及び運営に関する法律第２１
条第１号から第１９号、及び瑞穂市教育委員会事
務委任規則第１条に規定された第１号から第１６
号までの教育委員会の職務権限に関する事件につ
いて、毎月１回の定例会又は臨時会を開催し審議
する。また定例会等において学校訪問等現場視察
も積極的に行う。

※ 下記参考資料参照

教育総務課 1,760 1,492 268

教育委員４名
報酬　委員長 　３０千円/月
　　　委　員 　２５千円/月
教育長交際費 ２３２千円

定例会　　　　　　１２回
臨時会　　　　　　　２回
研修会（協議会）　　０回
審議件数
　規則等　　　　　２１件
　事件議決　　　　４２件
　専決処分の承認　　３件
　報告事項　　　　　７件
　意見聴取　　　　１８件
　計　　　　　　　９１件

現場訪問
５月 西小学校
７月 南保育・教育センター
９月 生津小学校

各学校研究発表会への参加

課　題
①会議録の公開
市民への説明責任としてホーム
ページの早期掲載及び更新

Ａ

(B)

継
続

教育委員会としての問題点を検討し、場合によっ
ては、現地等視察を行う。また研修等に参加し、
教育行政について他の市町村との協調、情報交換
を行う。

教育総務課 204 196 8

旅費等　　７８千円
負担金　１１８千円

学校公表会、子ども議会、運動会
など様々な学校行事に参加。

A

(A)

継
続

地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和３１年法律第１６２号）
(教育委員会の職務権限)
第２１条　教育委員会は、当該地方公共団体が処理する教育に関する事務で、次に掲げるものを管理し、及び執行する。
１　教育委員会の所管に属する第３０条に規定する学校その他の教育機関(以下「学校その他の教育機関」という。)の設置、管理及び廃止
　　に関すること。
２　教育委員会の所管に属する学校その他の教育機関の用に供する財産(以下「教育財産」という。)の管理に関すること。
３　教育委員会及び教育委員会の所管に属する学校その他の教育機関の職員の任免その他の人事に関すること。
４　学齢生徒及び学齢児童の就学並びに生徒、児童及び幼児の入学、転学及び退学に関すること。
５　教育委員会の所管に属する学校の組織編制、教育課程、学習指導、生徒指導及び職業指導に関すること。
６　教科書その他の教材の取扱いに関すること。
７　校舎その他の施設及び教具その他の設備の整備に関すること。
８　校長、教員その他の教育関係職員の研修に関すること。
９　校長、教員その他の教育関係職員並びに生徒、児童及び幼児の保健、安全、厚生及び福利に関すること。
10　教育委員会の所管に属する学校その他の教育機関の環境衛生に関すること。
11　学校給食に関すること。
12　青少年教育、女性教育及び公民館の事業その他社会教育に関すること。
13　スポーツに関すること。
14　文化財の保護に関すること。
15　ユネスコ活動に関すること。
16　教育に関する法人に関すること。
17　教育に係る調査及び基幹統計その他の統計に関すること。
18　所掌事務に係る広報及び所掌事務に係る教育行政に関する相談に関すること。
19　前各号に掲げるもののほか、当該地方公共団体の区域内における教育に関する事務に関すること。

瑞穂市教育委員会事務委任規則（平成１５年教育委員会規則第６号）
(委任事務)
第１条　瑞穂市教育委員会(以下「教育委員会」という。)は、次に掲げる事項を除き、その権限に属する所管事務を教育長に委任する。
１　保育、学校教育又は社会教育に関する一般方針を定めること。
２　保育所、放課後児童クラブ及び学校その他の教育機関の設置及び廃止を決定すること。
３　教育財産並びに保育所及び放課後児童クラブ施設に係る財産の取得を申し出ること。
４　県費負担教職員の懲戒及び県費負担教職員たる校長の任免その他の進退について内申すること。
５　県費負担教職員の服務の監督の一般方針を定めること。
６　前2号に定めるもののほか、人事の一般方針を定め、及び懲戒を行うこと。
７　教育長並びに教育委員会事務局及び学校その他の教育機関の職員の任免を行うこと。
８　保育所、放課後児童クラブ及び学校その他教育機関の敷地を選定すること。
９　1件1,000万円以上の工事の計画を策定すること。
10　教育委員会規則その他教育委員会の定める規程の制定又は改廃を行うこと。
11　教育委員会の所管に属する各機関及び各委員会の委員等の任免及び委解嘱に関すること。
12　校長、教頭その他の教育関係職員の研修の一般方針を定めること。
13　学齢児童生徒の就学すべき学校の区域を設定し、又はこれを変更すること。
14　文化財の指定及び解除を行うこと。
15　教育に関する事務の管理及び執行状況の点検及び評価に関すること。
16　教育予算その他議会の議決を経るべき議案について意見を申し出ること。

今 後 の 課 題

教育委員会会議の実施状況

①教育委員会での報告
事務局より各事業の進捗状況やその他の
報告が逐次行なわれ、委員との意見交換
も活発に行なわれた。

②現場訪問
保育所、学校等現場訪問を積極的に実施
できた。

③会議録の公開
会議録のホームページの早期掲載及び更
新ができた。

④学校給食会計の監督責任
学校給食会計において適正な会計処理が
行えた。

調査活動の状況等
各種研修等に参加し、教育行政について
他の市町村との協調、情報交換を行うこ
とができた。

【参考資料】

教 育 の 事 務 の 管 理 ・ 執 行 の 点 検 及 び 評 価 シ ー ト

事 業 名 称 事 業 内 容 主 管 課

27 年 度 の 執 行 状 況

２７年度の実施内容 前年度の課題と対応
評

価
評 価 説 明

方

針
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(2) 教育委員会の主要事業の管理及び執行状況 ※ 『瑞穂市第1次総合計画』における基本計画の施策体系(大･中分類)に基づく主要事業【別添資料参照P18～19】

評価の括弧書きは、昨年度評価

予 算 額

千 円

決 算 額

千 円

不 用 額

千 円

1
安全で快
適なまち
づくり

治水・防
災対策

防災計画
策定事業

防災計画策
定・修正

「命を守る訓練」の想定別の
実施、災害発生時における各
学校、各自治会等と災害対策
本部との連絡調整の徹底

H18
～
H27

学校教育課 0 0 0

どの学校においても「命を守る訓練」を年３回以上、確実
に実施できた。また、Ｊアラートの緊急地震速報の試験放
送を使って、シェイクアウト訓練に取り組むことができ
た。
小学校では今年度も、保護者への引き渡し訓練が実施でき
た。

課　題
「命を守る訓練」等の機会
に、自治会長が参加するな
ど、学校と自治会との連携を
図るようにする。

対　応
各校の避難所開設訓練に学校
職員も参加し、地域との連携
を図ることや、学校で実施す
る「命を守る訓練」の実施を
地域に周知できるようにす
る。

A

(A)

災害の想定を拡大して防災計
画マニュアル等を修正、避難
訓練の想定別実施

継
続

2

心豊かな
住みよい
まちづく
り

誰もが助
け合う地
域コミュ
ニティ

地域の人
材育成支
援事業

地域活動リー
ダー育成

少年リーダー育成を広く実施
して、将来の瑞穂市のリー
ダーとしての活躍を推進

H18
～
H28

生涯学習課 533 533 0
少年リーダーを養成
定例会１３回、宿泊研修、冬季研修、市内各種事業への派
遣２３回

課　題
市民が参加する行事で少年
リーダーが活躍する場をも
ち、活動をＰＲしていく。

対　応
青少年育成だより、子ども会
の広報誌や各種市民行事に参
加し活動の様子を知らせる。

A

(A)

青少年市民会議総会・少年の
主張大会や市民の集い等の会
議や文化講演会等のイベント
にお手伝いスタッフとして参
加し、多くの市民に頑張る姿
を見てもらった。また、みず
ほふれあいフェスタの出店で
は、多くの市民と交流するこ
とで活動をＰＲした。
団員は活動をやりきること
で、経験と自信を得て、大き
く成長している。今後も活躍
の場を提供し、団員が成長で
きる事業としていく。

継
続
○

3

誰もが生
き生きと
暮らせる
まちづく
り

支え合い
の社会づ
くり

子育て支
援事業

地域子育て支
援センター活
動の充実

乳児または幼児及びその保護
者が相互の交流を行う場所と
して、支援センター室や園庭
の開放、子育てサークルの育
成、子育てセミナー、絵本の
貸し出し、お話の会の開催、
造形教室などの事業を実施
し、子育ての相談、情報の提
供、助言その他必要な支援を
行う。

H18
～
H27

幼児支援課 3,462 3,113 349

平成２１年７月に新設した別府保育所地域子育て支援セン
ターの年間延べ利用者数は、２１，９９５人（１０，４２
２組）、前年度比較２，１４３人増加（１７０組増加）
し、市民への事業の定着がみられる。南保育・教育セン
ター地域子育て支援センターの年間延べ利用者数は、１６
７組、前年度比較２００組減少となった。平成２４年６月
に新設した牛牧第２保育所地域子育て支援センターの年間
延べ利用者数は、８，４８５人（３，８６２組）、前年度
比較３０１人（１０６組）の減少となった。

課　題
保育児童の増加により、南保
育・教育センター地域子育て
支援センターの専用施設がな
いので、専用施設の確保。

対　応
別府保育所地域子育て支援セ
ンター、牛牧第２保育所地域
子育て支援センターにセン
ター長（嘱託員）を配置し、
地域子育て支援センターの在
り方を検討した。
今年度から、南保育・教育セ
ンター地域子育て支援セン
ターについては、保育室確保
のため廃止した。

A

(A)

地域において子育て親子の交
流等を促進し、地域の子育て
支援機能の充実を図り、保護
者の子育ての孤立感、不安感
を緩和し、子どもの健やかな
育ちを促進している。
また、次世代育成支援行動計
画（後期計画）の目標指標を
達成できた。

継
続
○

4

誰もが生
き生きと
暮らせる
まちづく
り

支え合い
の社会づ
くり

子育て支
援事業

放課後児童ク
ラブの育成・
充実

保護者が就労しているなどの
理由で、放課後に子どもだけ
で過ごす状況にある、おおむ
ね小学校１年生から６年生ま
での児童を預かり、その健全
な育成を図る事業。

H18
～
H27

幼児支援課 60,904 57,046 3,858

サービスの周知は進んでおり、年間延べ利用児童数が３，
８１３人、前年度比較１，３１４人増加した。公設公営の
７年目であるが、市としてのクラブの在り方がクラブ運営
にも浸透してきていると思われる。小学校区によってばら
つきはあるが、アパート、新興住宅地が多い地域は、利用
ニーズが高いと思われる。

課　題
指導員等の資質の向上。利用
時間、対象学年の拡大の要望
もあるが、現段階では、指導
員、場所等の問題により対応
は困難である。

対　応
今年度から、牛牧小校区の実
施場所を専用施設と小学校内
の２ヵ所とした。

B

(B)

放課後を１人で家庭で過ごす
生活をサポートできる大人の
温かい見守り、異年齢児の交
流の中で、安心して生活でき
ることで、児童の心身のすこ
やかな成長が望める。また、
児童が安全に放課後を過ごし
ていることで、就労の必要の
ある保護者は、その時間安心
して仕事ができるように寄与
している。

継
続

指導員等の資質の向上。利用時
間、対象学年の拡大により、指導
員、実施場所の確保。
※今年度から、牛牧小学校区の実
施場所を専用施設と小学校内の
２ヵ所とした。

5

誰もが生
き生きと
暮らせる
まちづく
り

支え合い
の社会づ
くり

子育て支
援事業

子育てハンド
ブックの充実

子育てに関する情報を広くＰ
Ｒすることで、子育て環境の
充実を図るため、それらの情
報を冊子にまとめ、母子手帳
の交付時、転入時に配付。市
のホームページにおいても公
開。

H18
～
H27

幼児支援課 0 0 0
平成２５年度に４，０００部作成したものを、主に母子手
帳交付時等に配布を行った。

A

(A)

母子手帳の交付時、転入時に
配付することで、どんな子育
て支援サービスがあるのかを
知ってもらい、子育てに安心
感が生まれている。

廃
止

No
計画
期間

大分類 中分類
主 要
事 業

事 業
名 称

事 業 内 容
方

針

教育
の方
針と
重点

今 後 の 課 題主管課

27 年 度 の 執 行 状 況

27 年 度 の 実 施 内 容 前年度の課題と対応
評

価
評 価 説 明
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評価の括弧書きは、昨年度評価

予 算 額

千 円

決 算 額

千 円

不 用 額

千 円

方

針

教育
の方
針と
重点

今 後 の 課 題主管課

27 年 度 の 執 行 状 況

27 年 度 の 実 施 内 容 前年度の課題と対応
評

価
評 価 説 明No

計画
期間

大分類 中分類
主 要
事 業

事 業
名 称

事 業 内 容

6

誰もが生
き生きと
暮らせる
まちづく
り

支え合い
の社会づ
くり

子育て支
援事業

ファミリー・
サポート・セ
ンター事業

市民が安心して子育てができ
る環境づくりのため、育児の
援助を受けたい者（利用会
員）と育児の援助を行いたい
者（提供会員）を会員として
組織する瑞穂市ファミリー・
サポート・センターを設置す
る。

H18
～
H27

幼児支援課 5,000 5,000 0

事業の運営をＮＰＯ法人に業務委託しており、平成２３年
度から本巣市と協定書を締結し、本巣市民の利用が可能と
なった。提供会員１８４人、利用会員５６１人、両方会員
１９人となった。保育所等の子どもの送迎や始業前・終業
後、冠婚葬祭や病気等での子どもの預かり、子どもの医療
機関への受診等のサービスの年間利用件数は３，３２２件
となった。

課　題
利用会員利用件数の増加によ
り、提供会員の確保。

A

(A)

子育て支援が充実し、子育て
に困る人、悩む人は減少し
た。また、会員同士の繋がり
が、ネットワークとなり、地
域の見守りの中で子育てでき
る環境づくりに繋がった。

継
続

7

誰もが生
き生きと
暮らせる
まちづく
り

支え合い
の社会づ
くり

子育て支
援事業

つどいの広場
事業（こども
のひろば）

親子が気軽に利用できる場所
を身近な地域に提供し、子育
て相談や小さな子どもの遊び
場所として子育ての支援を行
う。

H18
～
H27

幼児支援課 1,494 1,494 0
年間延べ利用者数は３，２４７人、前年度比較４５４件増
加した。

A

(A)

平均して月２８１人の利用者
がおり、子育て中の保護者に
は周知ができていると思われ
る。食事もでき、子育ての悩
みも聞いてもらえるため、母
親と未就園児の居場所として
は最適であると考えている。

継
続

8

誰もが生
き生きと
暮らせる
まちづく
り

支え合い
の社会づ
くり

子育て支
援事業

病児・病後児
保育

子どもが病気の回復期また
は、病気の回復期に至らない
状態で集団保育を受けること
ができない期間、一時的に子
どもを預かることにより、保
護者の子育てと就労の両立を
支援する制度。

H18
～
H27

幼児支援課 2,048 2,048 0

瑞穂市内には、病児・病後児保育施設はないが、平成２２
年度から近隣市町（岐阜市、北方町）、平成２４年度には
各務原市、平成２５年度には岐南町、平成２６年度には羽
島市と協定書の締結をし、近隣市町の施設（９施設）の使
用が可能となった。年間延べ利用者数は２２６人、前年度
比較７１人減少した。

課　題
瑞穂市内で事業実施する場
合、医師会を通して病院併設
型の施設を委託先とすること
となるが、現在市内の確保は
困難。

対　応
羽島市と協定書を締結し、１
施設の委託先を確保した。

B

(B)

保護者が就労等している場合
において、子どもが病気の際
に自宅で保育が困難な時、就
労等と子育ての両立に寄与し
ている。

継
続

9

誰もが生
き生きと
暮らせる
まちづく
り

支え合い
の社会づ
くり

子育て支
援事業

その他事業
（子ども・子
育て支援事業
計画）

次世代育成支援推進法第８条
第１項及び子ども・子育て支
援法第６１条第１項に基づき
作成する。瑞穂市が今後進め
ていく子育て支援施策の方向
性や目標を総合的に定めるも
の。

H18
～
Ｈ31

幼児支援課 84 0 84

瑞穂市次世代育成支援対策協議会において、次世代育成支
援行動計画（後期計画）目標指標の進捗状況、子ども・子
育て新制度の教育・保育の量の見込みに対する確保方策を
説明し、パブリックコメントを実施し、瑞穂市子ども・子
育て支援事業計画を策定した。

課　題
子ども・子育て支援事業計画
に定めた教育・保育の量の見
込みに対する確保方策を実施
すること。

A

(A)

次世代育成支援行動計画（後
期計画）目標指標は、変更な
く順調に推移している。

継
続

子ども・子育て支援事業計画に定
めた教育・保育の量の見込みに対
する確保方策を実施すること。

10

誰もが生
き生きと
暮らせる
まちづく
り

支え合い
の社会づ
くり

子育て支
援事業

その他事業
（子育て相談
員設置事業）

子育てに関わる親が楽しく子
育てを実施し、子どもが健や
かに成長できるよう、気軽に
相談ができる体制を整えるた
め、子育て相談員を設置す
る。

H18
～
H27

幼児支援課 8,160 8,160 0
相談事業で、のびっこ広場訪問　４８回、保育所・地域子
育て支援センター訪問　２４回、２歳児相談　３６回、３
歳児健診訪問　２４回、相談件数　９７８件行った。

課　題
少子化、核家族化の進行に伴
う家族形態の変化や近隣との
人間関係の希薄化が進むな
か、気軽に相談ができる体制
の充実。３つの地域子育て支
援センターのあり方の中で、
連携することが課題である。

対　応
保健師の配置により、支援を
要する児童に関する情報の共
有を図った。

A

(A)

のびっこ広場、２歳児相談、
３歳児健診に訪問し、アンバ
ランスな育ちの部分を保護者
に伝え、地域子育て支援セン
ター等の利用をアドバイスし
ている。保育所訪問では、実
態を保育士と共有し、保健師
に健診等での対応を依頼し
た。

拡
大

少子化、核家族化の進行に伴う家
族形態の変化や近隣との人間関係
の希薄化が進むなか、気軽に相談
ができる体制の充実。３つの地域
子育て支援センターのあり方の中
で、連携することが課題である。

11

誰もが生
き生きと
暮らせる
まちづく
り

支え合い
の社会づ
くり

子育て支
援事業

その他事業
（子育て短期
支援事業）

保護者の疾病その他の理由に
より家庭において養育を受け
ることが一時的に困難となつ
た児童について、児童養護施
設に入所させて必要な保護を
行う。

H18
～
H27

幼児支援課 349 64 285

一定の日数を養育又は保護するショートステイと、一定の
時間を養育又は保護するトワイライトステイがあり、市内
１ヶ所と市外１ヶ所の児童養護施設と業務委託した。保護
者の疾病等の都合で養育できないため、ショートステイ１
件の利用があった。

課　題
実際の利用は、福祉生活課か
らの要請による母子家庭や要
保護児童が大半です。市内受
入施設が近隣市町からの依頼
もあり、当市の受入が困難な
状況があるので、新規の他施
設との業務委託が必要であ
る。

B

(B)

児童を児童養護施設等におい
て一定期間養育し、又は保護
することにより、これらの児
童及びその家庭の福祉の向上
を図った。

改
善

実際の利用は、福祉生活課からの
要請による母子家庭や要保護児童
が大半です。市内受入施設が近隣
市町からの依頼もあり、当市の受
入れが困難な状況があるので、新
規の他施設との業務委託が必要で
ある。

12

誰もが生
き生きと
暮らせる
まちづく
り

支え合い
の社会づ
くり

子育て支
援事業

その他事業
（児童ふれあ
い交流促進事
業）

中学生が乳幼児と出会い、ふ
れあい、交流する事業であ
り、実施に当たっては、赤
ちゃん講座などの事前学習を
開催し、直接、乳幼児とふれ
あうための交流事業を実施す
る。

H18
～
H27

幼児支援課 0 0 0
市の事業としてではなく、各中学校のＰＴＡ事業として、
ＮＰＯ法人キッズスクエア瑞穂と連携して実施した。

A

(A)

各中学校のＰＴＡ活動として
定着することができた。

廃
止
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27 年 度 の 実 施 内 容 前年度の課題と対応
評

価
評 価 説 明

13

誰もが生
き生きと
暮らせる
まちづく
り

支え合い
の社会づ
くり

子育て支
援事業

その他事業
（私立保育所
への支援）

児童福祉法第５１条第５号に
規定する都道府県及び市町村
以外の者の設置する保育所に
おける保育を行うことに要す
る保育費用を支弁する。ま
た、私立保育所の管理運営に
寄与し、児童福祉の増進を図
るため補助する。

H18
～
H27

幼児支援課 205,997 202,474 3,523

国から２分の１負担、県から４分の１負担の負担金を受
け、市内２ヶ所、市外１８所の私立保育園における保育を
行うことに要する費用を支弁した。
また、私立保育所の一時預かり保育事業費、延長保育対策
費、地域子育て支援センター事業費、運営費に対し補助し
た。

A

(A)

市内私立２保育園の定員１２
０人に対し入所児童数は１２
６人でした。その内、延長保
育一日平均利用者数は２８
人、一時預かり保育延べ利用
者数は３９７人でした。待機
児童の解消に繋がった。

継
続

14

誰もが生
き生きと
暮らせる
まちづく
り

支え合い
の社会づ
くり

子育て支
援事業

その他事業
（保育室（認
可外保育所）
補助事業）

児童福祉法第３５条第３項又
は第４項の規定による認可を
受けていない保育室で、乳児
等を保育する施設に対し補助
する。

H18
～
H27

幼児支援課 621 503 118

県から２分の１の補助を受け、保育室の管理運営に寄与
し、児童福祉の増進を図るため、０歳児については1人当た
り月３５，１３０円、１歳児については月１１，７１０円
を補助した。

A

(A)

保育室（認可外保育所）にお
いて、市外２ヶ所　０歳児
延べ２人、１歳児　延べ３７
人を保育し、待機児童の解消
に繋がった。

継
続

15

誰もが生
き生きと
暮らせる
まちづく
り

支え合い
の社会づ
くり

保育施設
等改築事
業

南保育・教育
センター改修
事業

南保育・教育センターの大規
模改修を行う。

H25
～
H28

教育総務課 0 0 0

平成２５年度に大規模改修整備設計業務を行い、平成２７年度
工事実施予定であったが未実施。

竣工年：昭和５０年（築４０年）
工事内容：屋根、外壁、内装、空調、給水、電気

課　題
平成２８年度工事実施に向け
た予算の確保。

B

(Ｂ)

平成２５年度に大規模改修整
備設計業務を行い、平成２７
年度工事実施予定であったが
財政上事業費が確保できず、
事業実施の見直しを行った。

継
続

事業実施に向けた財源確保。
※平成２８年度事業として財源の
確保ができた。

16

誰もが生
き生きと
暮らせる
まちづく
り

支え合い
の社会づ
くり

保育施設
等改築事
業

保育所グラウ
ンド芝生化事
業

子どもの屋外活動、砂塵の飛
散防止及びＣＯ２削減やグラ
ウンドの温度抑制等、環境へ
の配慮のため園庭の芝生化を
行う。

H24
～

教育総務課 402 400 2
補植用苗、芝生用肥料購入等維持管理を実施した。
実績　Ｈ２４　　３箇所（本２、牛２、南）
　　　Ｈ２５　グラウンド芝生整備（別府、西保）

A

(A)

各保育所とも芝生の状況が良
く適正な管理ができた。

継
続

17

誰もが生
き生きと
暮らせる
まちづく
り

支え合い
の社会づ
くり

保育施設
等改築事
業

保育所未満児
室改修事業

未満児の待機児童解消を目的
とし、別府保育所東館の施設
改修実施設計を行い未満児受
入れ拡充を図る。

H2７
～
H2８

教育総務課 646 0 646
年度当初から未満児の待機児童があり、別府保育所東館子
育て支援センタースペースを利用することにより、保育室
の確保を行い受入れ拡大のための実施設計を行った。

B

(－)

年度途中による予算確保を行
い設計業務を実施した。

継
続

平成２８年の年内に工事完成を
し、早期に待機児童の受入れを実
施する。

18
希望を育
むまちづ
くり

未来を担
う人づく
り

特色ある
開かれた
学校づく
り事業

学力向上、心
の教育、国際
理解教育、情
報教育など特
色ある教育の
推進

各小学校において、英語活動
年間計画にもとづいて英語学
習を推進。全校でＡＬＴの活
用。

H18
～
H27

学校教育課 21,606 19,811 1,795

小・中学校において、ネイティブな英語に触れる学習をす
ることにより、英語や異文化に対する興味・関心を高めな
がらコミュニケーション能力の素地を養うことができた。
また、小学校では５・６年生の「外国語活動」は必修であ
るため、今までの英語学習の成果を活かして、学級担任が
中心となり、ＡＬＴを活用して役割を明確にしながら魅力
ある授業作りを目指してきた。

課　題
みずほプラン（指導経過基準
案）を活用し、ＡＬＴの役割
を明確にしながら小学校の外
国語活動と中学校の英語学習
を充実させる。両者の接続を
図り、さらにコミュニケー
ション能力の素地と基礎を養
うことができるようにする。

対　応
全小中学校の英語教育推進教
師が生津小の全校研究授業を
参観し研修する。それを各学
校で広める。

A

(A)

ＡＬＴによるネイティブの発
音に、より多くの機会に触れ
ることができた。また、英語
スピーチコンテストへの参加
生徒の指導に大きく貢献し
た。審査員としても参加し
た。

継
続
○

19
希望を育
むまちづ
くり

未来を担
う人づく
り

学校施設
整備事業

小中学校等施
設管理事業

各小中学校等（幼稚園、保育
所含む）施設の老朽化に備
え、常に安全で快適な建物と
して施設の長寿命化を図るた
め、２５年度を初年度とする
３９年度までの中長期の施設
管理計画に沿った事業の執
行。

H23
～
H39

教育総務課 616,448 605,014 11,434

施設管理計画（Ｈ２４策定）の見直しを実施した。
　トイレの洋式化
　・生津小学校
　教室のエアコン設置
　・市内全小学校
　校舎改修
　・穂積中学校技術棟改修
　プール棟改修
　・本田小・中小

A

(A)

施設管理計画の見直しを行い
各施設改修が実施できた。

継
続
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評価の括弧書きは、昨年度評価
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千 円
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千 円
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事 業
名 称

事 業 内 容

20
希望を育
むまちづ
くり

未来を担
う人づく
り

学校施設
整備事業

穂積中学校ｸﾞ
ﾗｳﾝﾄﾞ整備事
業

穂積中学校のグラウンド拡張
を行う。

H24
～

教育総務課 4,158 4,158 0

テニスコート整備工事の実施設計を行うことができた。
経緯
Ｈ２４　用地購入　３８，８０７千円
将来計画
穂積中学校南側テニスコートを埋立用地へ移設し、グラウ
ンドを拡張する。

課　題
本来の運動場拡張がなされて
いないため早期の解決が課
題。

B

(B)

用地購入から事業期間が延び
ている。

継
続

事業実施に向けた財源確保。
早期の運動場拡張工事が課題。

21
希望を育
むまちづ
くり

未来を担
う人づく
り

学校施設
整備事業

西小学校改修
事業

施設管理計画に基づく西小学
校の大規模改修を行う。

H25
～
H27

教育総務課 189,935 189,935 0
平成２５年度に大規模改修整備設計業務を行い、平成２７年度
に工事実施ができた。

Ａ

(B)

大規模改修工事完了に伴い、
施設の長寿命化及び快適な施
設環境整備が図れた。

完
了

22
希望を育
むまちづ
くり

未来を担
う人づく
り

学校施設
整備事業

牛牧小学校校
舎増築・既設
校舎大規模改
修事業

児童推計から特に牛牧小校区
において、今後の児童数が増
加すると見込まれ、それに伴
う教室不足を補うため校舎の
増築を行うと共に既設校舎の
改修を行う。

H18
～
H28

教育総務課 632,531 573,978 58,553
新築校舎棟の年度内竣工ができた。引続き既設校舎棟の改
修工事を実施する。

Ａ

(A)

児童数増加による平成２９年
度からの教室不足を補うため
校舎の増築及び大規模改修工
事を実施できた。

継
続

23
希望を育
むまちづ
くり

未来を担
う人づく
り

学校施設
整備事業

学校グラウン
ド芝生化事業

児童の屋外活動、砂塵の飛散
防止及びＣＯ２削減やグラウ
ンドの温度抑制等、環境への
配慮のためグラウンドの芝生
化を行う。

H22
～

教育総務課 803 803 0
補植用苗、芝生用肥料購入等維持管理を実施した。
実績　Ｈ２２　２校（生津小学校、西小学校）
　　　Ｈ２５　２校（中小学校、南小学校）

A

(A)

各学校とも芝生の状況が良く
適正な管理ができた。

継
続

24
希望を育
むまちづ
くり

未来を担
う人づく
り

小学校に
おける英
語学習推
進事業

小学校におけ
る英語学習推
進事業

新学習指導要領の外国語活動
の円滑な実施に向けて、中学
校英語科との関連も考慮し改
善

H18
～
H27

学校教育課 45 45 0
各小中学校の英語教育推進教師が定期的に会合をもち、実
践を交流しながら研究協議を進めることで、より確かな指
導方法を明らかにし、それを市内各学校に広めた。

課　題
外国語活動のさらなる充実と
ともに、中学校英語との接続
を視野に入れた指導をする。

対　応
クラスルームイングリッシュ
における小中の一貫性と接続
性をめざしてリーフレットの
活用について指示した。ま
た、小・中学校の授業を互い
に参観し、接続を考えた授業
を実践した。

A

(A)

各小中学校の代表者からなる
「英語に親しむ教育推進委員
会」を定期的に開催する。１
年間の研究の足跡を活かした
リーフレットに修正する。

継
続
○

25
希望を育
むまちづ
くり

未来を担
う人づく
り

教育研究
所充実事
業

教育支援セン
ター充実事業

夏季教職員研修講座を始め教
職員の資質・能力の向上支
援。教育相談、適応指導の推
進

H18
～
H27

学校教育課 126 48 78

瑞穂市教育支援センターとして以下の５事業を推進し、教
職員の資質向上等を図ることができた。①教育に関する調
査研究　②教職員の資質向上を支援する研修事業　③教育
情報に関する資料収集提供　④教育相談支援事業　⑤社会
教育関連事業

課　題
ニーズに応じた研修の立案や
研修内容の吟味を行う。ま
た、より有効な教育支援体制
を整える。その際、スリム化
に配慮する。

対　応
経年・役職に応じた研修や夏
季研修講座について瑞穂市の
教職員にとって必要な研修を
精選し開設した。

A

(A)

教育支援センター事業とし
て、夏季研修講座だけでなく
年間を通した研修計画を立
案・実施し、教職員の資質・
能力の向上支援。教育支援セ
ンター施設を活用し、学校や
児童生徒・保護者を対象とし
た教育相談、アジサイスクー
ルによる適応指導。施設の一
般利用。

継
続
○

26
希望を育
むまちづ
くり

未来を担
う人づく
り

青少年育
成推進事
業

地域活動への
参加、相談、
指導と家庭、
学校との連携

市民会議を統括組織とし、地
域で青少年育成推進員、社会
教育推進員等が中心になった
活動を推進

H18
～
H28

生涯学習課 5,921 5,314 607

家庭・学校・地域に加えて行政・各種関係団体がそれぞれ
の責任を果たしながら連携して活動し、青少年育成は大人
の責務であることの自覚や相互協力が必要であることへの
意識を高める。
市民会議総会・少年の主張大会、市民会議三部会、あいさ
つ運動の日、地域安全の日、ラジオ体操の日、「家庭の
日」「あいさつ」標語募集、市民の集い等

課　題
家庭・学校・地域との連携
を、どんな場で、どこまで繋
げていくべきなのかを再考し
ていく必要がある。

対　応
三部会においてラジオ体操の
日の意義と目的を広げたり、
３月の市民の集いで、光り輝
くみずほの子表彰を取り入れ
たりする等、青少年の健全育
成の啓発を行なった。

A

(A)

各事業とも参加・協力等の働
きかけにより、青少年健全育
成への関心や必要性が高まり
つつある。具体的には、ラジ
オ体操の日を核として、地域
清掃やボランティア活動など
地域の交流の場としての意識
が広がりつつありる。光り輝
くみずほの子表彰を通して、
ボランティア活動の取組みを
啓発した。

継
続
○
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評

価
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27
希望を育
むまちづ
くり

未来を担
う人づく
り

外国語を
母国語と
する児童
生徒への
日本語指
導員派遣
事業

その他事業
（日本語指導
員派遣事業）

中国語・ポルトガル語・タガ
ログ語を母国語とする児童生
徒に対して、学校生活がス
ムーズにできるように日本語
の指導を行う。

H15
～
H27

学校教育課 2,525 2,246 3

外国籍児童生徒は、日本語指導員の日本語指導を受けるこ
とで日本語が徐々に習得でき、学校生活に適応しやすく
なった。また、母国語を話す大人が学校にいることで精神
的に安定する様子が見られた。

課　題
日本語指導が必要な外国籍児
童生徒は年々増加傾向にあ
り、授業等での困り感を解消
する上でも、さらに学習環境
を整備し、言葉のハンディ
キャップを取り除いていける
取組の充実が必要である。

対　応
外国籍児童生徒の実態に応じ
て、学校への配置を吟味し、
生活や学習活動に適応しやす
いような支援を行った。

A

(A)

中国語・ポルトガル語・タガ
ログ語を母国語とする児童生
徒に対して、３名の指導員を
学校に派遣（小学校児童４３
人・中学校生徒１６人）

継
続
○

28
希望を育
むまちづ
くり

未来を担
う人づく
り

子ども議
会

その他事業
（子ども議
会）

小・中学校の代表者に瑞穂市
議会と瑞穂市行政の役割や仕
組みなどについて体験を通し
て理解し、その目的や趣旨、
方法を自分たちの学校での自
治的な活動に生かし、よりよ
い学校づくりを推進する。自
分たちの住む瑞穂市の将来に
抱く夢や現在の課題につい
て、討議や意見交流をし、住
みよいまちづくりに参画しよ
うとする心情を育てる。

H18
～
H27

学校教育課 15 0 15

参加した児童生徒は、瑞穂市議会と瑞穂市行政の役割や仕
組みなどについて体験を通して理解するとともに、瑞穂市
が抱える様々な問題について知り、その対応策等を考える
ことができた。
生徒は、児童からの一般質問に対して、瑞穂市の現状や各
学校の状態を調査し答弁書を作成することで、自分たちの
学校生活について見直し、より良くしていこうとする意識
の向上が図れた。
議員決議案では、「児童会・生徒会を中心として、情報モ
ラルの取組を進めること」を決議することができた。

課　題
子ども議会の内容を各小中学
校に広め、全学校で共通の取
り組みを行っていくようにす
ること。

対　応
各校で、児童集会や生徒集
会、お昼の放送などで広める
場を作ることを確認した。

B

(B)

平成２７年８月２１日（金）
午前９時００分集合
（穂積庁舎議員会議室）
小学校１６名
中学生　９名参加

継
続
○

子ども議会の内容を、各校で、児
童集会や生徒集会、お昼の放送等
で全校に広めていくこと。また、
決議案については、全学校で共通
の取組を行うとともに、その取組
の様子や成果などを生徒指導主事
研修会等で報告できるようにする
こと。
　２８年度は「子ども議会」を廃
止し、「みずほ未来プロジェク
ト」（MMP）として主権者教育を進
めている。

29
希望を育
むまちづ
くり

未来を担
う人づく
り

私立幼稚
園就園家
庭への経
済的な援
助事業

その他事業（
私立幼稚園就
園奨励費補助
金）

私立幼稚園就園家庭の所得状
況に応じた経済的負担の軽減
と公・私立幼稚園間の経済的
負担の格差是正を目的に幼稚
園保育料等を軽減する。

H18
～
H27

学校教育課 48,820 48,179 528 私立幼稚園就園家庭の所得状況に応じた補助金の交付

課　題
近隣の市町の状況は、ほとん
どが国の最新の補助単価で実
施しているが、瑞穂市は、一
年遅れの国の補助単価により
実施しているため見直しをし
なければならない。また包括
外部監査にて職員が当補助金
に関する事務手続に要する時
間は合計で３週間程度と非常
に多く、こうした事務負担も
考慮に入れつつ、補助金の額
や継続についてを定期的に検
討していく必要がある。と考
えるが、今後のほづみ幼稚園
の動向も見ながら考える必要
があると指摘を受けている。

対　応
国の補助もあり、保護者の教
育のニーズは多様化している
ため就園奨励費の継続は行っ
ていく予定である。補助金の
額については今後検討してい
く必要がある。

B

(B)

私立幼稚園への就園者数及び補助対
象者の増加
補助対象園児数
平成１７年度　２５０人
平成１８年度　２７８人
平成１９年度　３１１人
平成２０年度　３２３人
平成２１年度　３４１人
平成２２年度　３７８人
平成２３年度　３４５人
平成２４年度　３２２人
平成２５年度　３４５人
平成２６年度　３５２人
平成２７年度　３９３人
通園園児数
平成１７年度　４２６人
平成１８年度　４４０人
平成１９年度　４５６人
平成２０年度　４７８人
平成２１年度　５０４人
平成２２年度　５１０人
平成２３年度　４２４人
平成２４年度　４０２人
平成２５年度　４５７人
平成２６年度　４６４人
平成２７年度　４８４人

継
続

平成２７年度より、国庫補助限
度額と同額の補助を行うことが
できた。今後において、ほづみ
幼稚園のみでは、幼稚園に就園
を希望する園児の受け入れはで
きないため、私立幼稚園に通う
市民に対する補助を引き続き行
う必要がある。

30
希望を育
むまちづ
くり

未来を担
う人づく
り

小中学校
への学校
生活支援
員派遣事
業

その他事業
（学校生活支
援員派遣）

瑞穂市立小中学校にボラン
ティアとして学習障害、注意
欠陥・多動性障害、高機能自
閉症など発達障害等のある児
童生徒の学校生活への適応等
を支援する活動を行う学校生
活支援員を派遣する。

H18
～
H27

学校教育課 31,327 30,149 1,178

生活支援員数　３９名
　（小学校　３６名　　中学校　３名）
勤務日数　年間１５３回
　（授業日数　２０９日）

A

(A)

学校生活支援員による支援の
充実により、落ち着いて学習
や活動に向かう児童生徒が増
えた。

継
続
○
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評

価
評 価 説 明

31
希望を育
むまちづ
くり

未来を担
う人づく
り

豊かな感
性と知的
好奇心を
はぐくむ
教育推進
事業

その他事業
（特別支援教
育推進事業）

学習障害、ＡＤＨＤ等を含め
て、障がいのある子どもやそ
の保護者に対して、市で就学
前から卒業後まで一人一人の
教育的支援ができるよう、総
合的な特別支援教育体制を推
進し、支援の充実を図る。

H20
～
H30

学校教育課 24 24 0
諸機関が連携することで、該当児童生徒の教育的ニーズに
応じた指導を行い、環境整備をすることができている。就
労に関わる講演会を実施。

課　題
幼児期から就労までの支援体
制の更なる整備を図るため、
市障害者自立支援協議会との
連携を深め、障がい児の発達
支援を教育・福祉の両面から
支える仕組みを作る。

対　応
保育所・幼稚園への指導主事
訪問を通して、就学前の子ど
もへの見立てや相談を行う。

A

(A)

年２回の特別支援教育連携協
議会を開催し、幼児の時期か
ら就労までの支援整備。ハ
ローワークの担当者の話を聞
き、就労の実態理解ができ
た。

継
続

32
希望を育
むまちづ
くり

魅力ある
生涯学習

生涯学習
推進体制
整備事業

各種講座の充
実及び情報提
供

市民の要望を踏まえて市民参
加講座の充実

H19
～
H28

生涯学習課 1,425 1,364 61

公民館を中心に市民のニーズに合った各種講座を実施し、
市民の教養の向上に努めた。また、受講生・講師が中心と
なって自主的に運営する市民自主講座を開設した。
公民館講座（フュージング体験教室）､市民自主講座前期２
１、後期講座２０、スポーツ講座１、出前講座を実施

課　題
市民自主講座の期限（３年
目）を迎える講座が７講座あ
るため、それら講座のサーク
ル化に向け、促していく必要
がある。

対　応
期限を迎える講座と今後につ
いて協議していった。

Ａ

(B)

協議の結果、２つの講座が
サークル化できた。また、新
たな講座を迎え、昨年度と同
様２１講座で開講することが
できた。

継
続
○

33
希望を育
むまちづ
くり

魅力ある
生涯学習

生涯学習
推進体制
整備事業

指導者・講師
の育成

専門的知識を持った人を広く
公募しながら育成を推進

H19
～
H28

生涯学習課 2,972 2,830 142
４０の講座（スポーツ　１４　文化　２６）を開設
指導者　　　　　１５７名
講座登録者　１，２１５名

課　題
新規講座も含めた講師の募
集。

対　応
市広報誌・ＨＰ・各学期の講
座募集要項へ掲載し周知を
行った。

A

(A)

一人一人の子どもが光輝くこ
とを願い、「チャイルド・ラ
イト・アップ」をスローガン
に事業を実施した。地域先生
の協力により、子どもたちが
喜んで体験できるよう、ま
た、学校等では習わないよう
な魅力ある内容の講座を毎土
曜日及び夏・冬休みのイベン
トで実施した。

継
続
○

34
希望を育
むまちづ
くり

魅力ある
生涯学習

生涯学習
施設整備
事業

生涯学習拠点
施設・整備

既存施設等を堅持しながら、
市民の要望により拠点施設の
整備検討。

H18
～
H27

生涯学習課 36,311 34,773 1,538

生涯学習活動の拠点となる施設・設備を進め、市民が安
全・安心に利用できる環境を整えることにより、魅力ある
生涯学習の実現を達成することにつながると考え、適宜、
施設整備を行った。

課　題
市内の生涯学習施設は老朽化
が進んでおり、生涯学習関係
施設維持管理計画を策定し、
計画に基づき施設修繕等を
行っていく必要がある。

対　応
市内生涯学習施設が常に安全
で快適な建物として維持管理
をするために必要な修繕及び
改修等について、これらを実
施する時期、内容及び費用を
的確に把握するため、今後
５ヶ年における維持管理計画
を策定した。

B

(B)

施設利用者や団体から利用報
告書を提出してもらうことに
より、施設に対する意見を把
握し、早急な対応をとること
ができた。また、緊急を要す
る施設修繕等がないかを継続
して見守っている。

改
善
○

市内全体の施設の維持管理との調
整を図り優先順位を確認し生涯学
習関係施設維持管理計画を作成し
施設修繕・更新を進めている。し
かし、膨大な予算が必要となり計
画通りに進んでいないため、施設
の不具合等で市民に安心・安全な
施設提供が出来ず事故が起きるこ
とも心配される。

35
希望を育
むまちづ
くり

魅力ある
生涯学習

生涯学習
施設整備
事業

その他事業
（図書館施設
整備事業）

図書館の安全で快適な空間、
施設の効率的な利用のために
整備を行う。

H21
～
H27

生涯学習課 35,962 34,290 1,672
本館：エレベーター(1号機）油圧修繕、非常用バッテリー
取替修繕、外看板修繕
西部複合センター：非常灯バッテリー取替、外壁補修工事

課　題
生涯学習施設維持管理計画
（図書館分）が策定された
が、突発的な修繕などによ
り、維持管理計画の見直しが
必要である。

対　応
維持管理計画を基とし、適宜
修繕を行った。

Ａ

(A)

来館者のかたが安全で快適に
利用できるよう突発的な修繕
にも速やかに対応ができた。

継
続
○
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36
希望を育
むまちづ
くり

魅力ある
生涯学習

市民文化
振興事業

文化協会等の
自主運営推進

文化協会として自主財源（寄
付等）の確保等自主運営推進
への助言及び補助

H18
～
H27

生涯学習課 6,790 6,790 0
瑞穂市社会教育の方針と重点に掲げる、地域で役立とうと
する人づくりの推進

課　題
会員の固定化。

対　応
魅力ある文化芸術活動を実施
した。（総合センターにおい
て、発表会・コンサート等を
月１回平均開催。また、市民
センター及び巣南公民館にお
いて、季節に応じた展示を開
催。）

A

(A)

魅力ある文化芸術活動を通し
て、会員自らの活動意欲の高
揚と市民文化の振興に寄与し
た。

継
続
○

37
希望を育
むまちづ
くり

魅力ある
生涯学習

市民文化
振興事業

サークル活動
支援

サークル活動の積極的支援
（活動場所の提供や会員募集
の支援）

H18
～
H28

生涯学習課 328 283 45
生涯学習のご案内（パンフレット）を作成し、各サークル
活動の周知を図るとともに、市民の問い合わせに対し、各
種サークルの紹介等を行った。

課　題
パンフレットを更に魅力ある
ものとするために、内容やレ
イアウトを見直し、更に興味
が沸くよう工夫する。

対　応
サークルの種別や活動内容ご
とに見出しを分け、加入した
いサークルが探しやすくなる
よう作成している。

A

(A)

団体や協会ごとにページを割
り当て、さらにサークル種別
や活動内容ごとに見出しを分
け、パンフレットを見られた
方の知りたいを探しやすくし
ている。
また、団体やサークルによっ
て異なる問い合わせ先をフォ
ントを変えわかりやすくして
いる。

継
続
○

38
希望を育
むまちづ
くり

魅力ある
生涯学習

市民ス
ポーツ振
興事業

体育協会等の
自主運営推進

体育協会として自主財源（寄
付等）の確保等自主運営推進
への助言及び補助

H18
～
H27

生涯学習課 13,095 13,095 0

管理棟施設・備品等の適確な管理と、補充が必要な分につ
いては計画的に要望書を提出し、自主運営が円滑に行える
ように指導した。また、管理棟の施設整備を積極的に行っ
た。

課　題
スポーツ少年団員の確保。種
目によっては、休部や合併し
ている団がある。また、ス
ポーツ指導者の確保や育成、
各スポーツ団体との連携を推
進し、スポーツ活動を促進す
る必要がある。

対　応
スポ少の加入促進のため平成
２８年度から幼稚園の年長か
ら募集案内を配布するなどの
取組を計画している。

A

(A)

体育協会・スポ少と概ね自主
運営がなされ、市全体のス
ポーツ振興に貢献している。

継
続
○

39
希望を育
むまちづ
くり

魅力ある
生涯学習

市民ス
ポーツ振
興事業

サークル活動
支援

サークル活動の積極的支援
（活動場所の提供や会員募集
の支援）

H19
～
H28

生涯学習課 0 0 0

施設利用について随時利用可能な施設については問い合わ
せによる情報提供を行い円滑な施設利用を促進している。
新規参加可能なサークルについては「生涯学習のご案内」
に基づき市民へ紹介を行っている。

課　題
各サークルとも、会員の減少
に伴い、継続的に活動するこ
とが困難になる場合があるた
め、周知・ＰＲの支援。

対　応
市民の問い合わせに対し新規
加入募集中のサークルを紹介
している。

A

(A)

・市民からのサークル紹介の
問い合わせに対応し、探して
いる種目や活動内容を聞き取
り、生涯学習のご案内の内容
に基づき、各サークルを紹介
している。

継
続
○

40
希望を育
むまちづ
くり

魅力ある
生涯学習

体育・文
化施設整
備事業

公民館、総合
体育施設等の
整備

総合体育施設（公式野球場、
公式サッカー場等）の整備に
ついて市民の要望を考慮して
構築

H18
～
H27

生涯学習課 25,732 25,730 2 大月多目的広場の借地６筆のうち、１筆（1,917㎡）購入。

課　題
市民にとって最も有効となる
活用方法は何か、慎重に検討
していかなければならない。

対　応
庁内において協議していくた
めの、体制づくりについて検
討した。

Ｃ

(C)

庁内の体制づくりについて検
討したが、発足までにはいた
らなかった。

継
続
○

平成２７年度は検討で終わった体
制づくりについて、平成２８年度
は検討会を発足し、活用方法につ
いて各課からの提案を行った。
今後も、検討会議を行うにあた
り、様々な意見を加味したうえ
で、検討していき、すみやかに方
向性を固める必要がある。

41
希望を育
むまちづ
くり

魅力ある
生涯学習

総合型地
域スポー
ツクラブ
設立推進
事業

総合型地域ス
ポーツクラブ
設立の推進

総合型地域スポーツクラブを
育成し、広く体育事業を推
進。

H18
～
H27

生涯学習課 2,076 2,076 0

「なかよしクラブみずほ」が、利用者のニーズに応じた各
講座を開設することによって、地域における生涯スポーツ
の普及を進めてきた。
　また、平成２７年度の実績をもとに平成２８年度から教
育委員会の委託事業を進めている。

課　題
補助金が段階的に削減される
中、自主運営を進めるため
に、新たなる事業の開拓が必
要である。

対　応
教育委員会からの委託事業の
計画を進めている。

A

(A)

　総合型地域スポーツクラブ
として、なかよしクラブが行
う事業については自主運営が
できているが、今後のクラブ
運営資金については、市と連
携・協働していく検討がされ
た。

継
続
○
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評価の括弧書きは、昨年度評価

予 算 額

千 円

決 算 額

千 円

不 用 額

千 円

No
計画
期間

大分類 中分類
主 要
事 業

事 業
名 称

事 業 内 容
方

針

教育
の方
針と
重点

今 後 の 課 題主管課

27 年 度 の 執 行 状 況

27 年 度 の 実 施 内 容 前年度の課題と対応
評

価
評 価 説 明

42
希望を育
むまちづ
くり

魅力ある
生涯学習

地域コ
ミュニ
ティ推進
事業

校区活動事業
への補助金の
交付等自主運
営の推進及び
支援

地域コミュニティ活動が各種
団体等の連携した取り組みに
より展開されるように指導。
地域の指導者として自主的な
企画運営できるように充実。

H18
～
H27

生涯学習課 11,972 11,934 38
各校区の活動委員会の事務局体制が整い、３校区（本田、
牛牧、生津）において、地元主体で準備も含め会議や事業
を行っていけるようになった。

課　題
校区主体による年間を通した
運営

対　応
あくまでも各校区の事務局員
主体のもと協働し1年間運営
にあたった。

Ａ

(A)

事務局員が設置され、校区の
自主運営の体制が整ったこと
により、コミュニティ活動の
意識が高まり、自ら事業を進
めて行くことができた。

継
続
○

43
希望を育
むまちづ
くり

魅力ある
生涯学習

総合的な
高齢者対
策事業

生きがいづく
り事業

学校や老人クラブとの連携強
化。おじいちゃんおばあちゃ
んも学校に行こう推進事業を
充実・拡大。

H18
～
H28

生涯学習課 4,536 4,344 192
脳力活性学部では、生きがいづくりと「認知症」予防のた
め国語や算数等の授業に取り組むことによって、脳の活性
化を行った。西小で２４名参加。年間１８回開催。

課　題
授業内容の更なる充実。
実施する学校がかわることに
よって、新たな受講生の参加
も見られるが、依然としてリ
ピーター率が高いため、新規
受講生の参加が課題である。
対　応
新規の受講生は少なかった
が、授業内容や特別授業を改
善しながら、内容の充実を
図った。

A

(A)

毎年工夫改善を重ねているの
で、継続して受講したい旨の
感想が多い。受講生が意欲を
もって学習する機会を提供す
ることができた。

継
続
○

44
希望を育
むまちづ
くり

魅力ある
生涯学習

図書館事
業

学校・園等と
図書館との連
携

図書館利用および読書活動推
進のための支援と連携

H23
～
H28

生涯学習課 275 249 26

ブックスタート読み聞かせボランティア講座の開催。
市内学校・園の児童および生徒の職場体験や見学の受入。
市内小学校の図書館見学の受入。
学校・園・保育所を通じての図書館カード登録の推進。
ブックスタート事業の開始。
第１次子ども読書推進計画の進捗状況の把握。

課　題
ブックスタートの企画と準備
を進める。

対　応
ブックスタートについて、関
係課と連携しながら協議し、
準備を進める。

A

(A)

ブックスタートに向けて、読
み聞かせボランティアの募
集・研修を進めたり、ブック
スタートパックの作成をした
りし、３月にブックスタート
を開始することができた。

継
続
○

45
希望を育
むまちづ
くり

文化の息
づくまち
づくり

文化財保
護事業

文化財保護活
動の推進

文化財保護審議会の諮問を受
けながら文化財の保護や補修
を進める

H18
～
H27

生涯学習課 4,462 4,226 236

企画展にて、「江戸時代の中山道と美江寺宿　～宿場・ひ
と・もの・こと」をテーマに美江寺宿に焦点を当て、江戸
時代の宿場とそこを通った「ひと・もの・こと」について
展示

課　題
高い専門性が必要なこともあ
り、展示企画から資料収集ま
で郷土歴史研究指導員１人で
行っていることから年１回の
企画展が限界である。

対　応
展示会場の図書館員の協力を
得て、企画展の準備を行っ
た。

A

(A)

展示内容の作製とその事前調
査、企画展の展示品の選別や
会場設営等について、前年度
反省を生かして古典籍等の展
示物を効率良くできるように
なったが、企画展の年間回数
を増やすには至らなかった。

継
続
○

46
希望を育
むまちづ
くり

文化の息
づくまち
づくり

文化財保
護事業

祭り、イベン
トの支援

審議し、補助金を交付する方
向で検討

H18
～
H27

生涯学習課 604 602 2 地域の伝統芸能や文化財保護に対する支援を行った。

課　題
市指定文化財等における修繕
等の補助に関する予算確保。

対　応
補助金等の交付に関する指針
に基づき指導・支援を行っ
た。

A

(A)
補助金交付

継
続
○

47
希望を育
むまちづ
くり

輝く人づ
くり

国際交流
推進事業

その他事業
（子どもを主
体とした文化
交流事業）

市立保育所園児との遊びや触
れ合い等の交流活動を通し
て、英語等とその文化に少し
でも慣れ親しみ、楽しい保育
所の環境づくりを推進するた
め、外国人講師（ＡＬＴ）を
配置する。

H18
～
H27

幼児支援課 1,458 1,056 402
外国人講師１人が、瑞穂市内の市立９保育所を１７６回訪
問した。

A

(A)

園児が楽しく英語等に慣れ親
しむことができた。

継
続

48
希望を育
むまちづ
くり

輝く人づ
くり

魅力ある
学校づく
り事業
（再掲）

国際理解教育
の推進

ＡＬＴを活用しながら外国語
教育を通じたコミュニケー
ション能力の素地の育成を図
り、国際理解教育を推進す
る。

H18
～
H27

学校教育課 21,606 19,811 1,795

小・中学校において、ネイティブな英語に触れる学習をす
ることにより、英語や異文化に対する興味・関心を高めな
がらコミュニケーション能力の素地を養うことができた。
小学校では５・６年生の「外国語活動」が必要となったこ
とを受け、今までの英語学習の成果を活かして、学級担任
が中心となり、ＡＬＴの果たす役割を明確にしながら魅力
ある授業作りを目指してきた。

課　題
コミュニケーション能力も育
成を図るとともに、学校生活
全体を通してＡＬＴと触れ合
うことにより国際理解教育を
推進する。

対　応
夏休みに市民センターにおい
てＡＬＴイングリッシュサロ
ンを開催し、ふれ合う場を
作った。
学校内でのＡＬＴの活用につ
いて検討を行った。

A

(A)

ＡＬＴによる学校訪問、児
童・生徒の学習状況に応じた
指導。

継
続
○
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評価の括弧書きは、昨年度評価

予 算 額

千 円

決 算 額

千 円

不 用 額

千 円

No
計画
期間

大分類 中分類
主 要
事 業

事 業
名 称

事 業 内 容
方

針

教育
の方
針と
重点

今 後 の 課 題主管課

27 年 度 の 執 行 状 況

27 年 度 の 実 施 内 容 前年度の課題と対応
評

価
評 価 説 明

49
希望を育
むまちづ
くり

輝く人づ
くり

男女共同
参画推進
事業

男女共同参画
プラン策定

学校等において男女平等の意
識啓発を推進

H18
～
H27

学校教育課 0 0 0

社会科にて男女共同参画社会基本法の理解、保健体育科・
家庭科・技術家庭科・道徳・特別活動にて男女の違いや協
力の大切さについて学ぶなど、授業の中で男女共同参画の
啓発を進めた。また、管理職が中心となって、週の打合せ
や研修会の場で、職員の人権感覚について振り返る機会を
もつことができた。

課　題
男女混合名簿の作成等の形に
よる啓発ではなく、人間尊重
の気風がみなぎる学校づく
り、人権教育の充実に力を注
ぐ。

対　応
まずは職員の意識を高めてい
くことができるよう職員会や
打合せ、研修会などの機会に
人権について考えられるよう
にする。

B

(B)

日常の授業や職員研修等を通
して、男女平等の意識を高め
るとともに、人権感覚につい
て振り返ることができた。

継
続

今後も、職員の人権感覚を磨き、
人間尊重の気風がみなぎる学校づ
くり、人権教育の充実に力を注
ぐ。

50
活気あふ
れるまち
づくり

観光・交
流産業

観光資源
ＰＲ事業

犀川遊水地公
園の整備や小
簾紅園等の資
源の活用

小簾紅園のＰＲ
H18
～
H27

生涯学習課 0 0 0

小簾紅園での和宮の例祭（春・秋）の開催を、広報やＦＭ
わっちでＰＲした。
岐阜県観光課による「中山道ぎふ１７宿歩き旅」事業にお
いて、地元和宮保存会と連携をとり、語り部となっていた
だき、小簾紅園の歴史や魅力を発信した。

課　題
継続したＰＲ活動。

対　応
岐阜県観光課と連携を図り、
小簾紅園をＰＲすることがで
きた。

Ａ

(A)

語り部による説明により小簾
紅園の更なる魅力が発掘され
た。

継
続
○
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(3) 「瑞穂市教育の方針と重点」に対しての活動状況

学校教育事業

評価の括弧書きは、昨年度評価

予 算 額

千 円

決 算 額

千 円

不 用 額

千 円

1
魅力ある学校づく
り

小学校・中学校を対象に、児童・生徒及
び地域・各校の伝統等の実態に応じた創
意ある教育活動の展開を通じ、園児・児
童・生徒にとって魅力ある学校づくりを
推進し、特色ある伝統・校風を根づか
せ、母校としての愛校心・愛着の心を培
うことを目的とする。
補助金として各学校に90万円。年度始め
に計画書を提出し、事業完了後に報告書
を提出する。

・穂積小学校
　読書活動・歯の健康づくり･体力づくり･花づくり活動
・本田小学校
　土と光の学習
　ふれあい(交流活動）、みのり(栽培活動）、ひびき(歌声
活動）
・牛牧小学校
　ひかりの活動
　科学的な関心を高める｢牛牧ＳＣＩＥＮＣＥ」
・生津小学校
　｢なまづっ子タイム」
・南小学校
　「きそ」学力向上のための活動
　「ひびきあい」歌声を学校に響かせる活動
　「さぎた」生産･地域･環境活動
・中小学校
　自然･文化･人に触れる活動
　運動･歌声に親しむ活動
・西小学校
　キャリア教育を通したプロジェクト学習
・穂積中学校
　創造活動･職場体験学習・キャリア教育
・穂積北中学校
　瑞穂市探検･郡上研修･模擬株式会社「ＭＡＳ株式会社」･
模擬株式会社「ＬＩＦＥ］によるタンブラー販売
・巣南中学校
　キャリア･職業体験学習、乗鞍研修･職場体験学習、首都研
修･先輩と語る会･進路指導、地域ボランティア

9,000 7,593 1,407

課　題
児童生徒の状況、保護者や地域の願いか
ら、再度自校の特色を見直し、意図性や
計画性を明確にし、児童生徒、保護者、
地域の誇りとなり得る内容へとさらに充
実を図る。

対　応
補助金交付申請前（前年度末）に各学校
より事業計画書案を提出させ内容を精査
し充実に努めた。

Ａ

(Ａ)

学校において、児童・生徒の実態や地
域の特色を生かした教育活動が継続し
て取り組まれ、地域において学校の魅
力ある活動として定着している。
地域人材の活用や活動の補助費とし
て、補助金が有効利用されている。

継
続

2 市教委訪問

学校経営・管理運営の実態と教育指導の
推進状況を把握し、その活性化を図るこ
とを目的とする。
年３回（１学期、夏季休業中、２学期）
園・学校を訪問する。校長等との学校経
営の重点等についての懇談や全教員の授
業参観を行う。また、諸帳簿の点検及び
特別教室の点検をする。
1学期は各学校の教務主任が他校の訪問に
同行し、自校の職員指導等に生かす。

１学期は６月～７月に実施（教育委員会事務局６人で小中学
校１０校とほづみ幼稚園を訪問）
夏季休業中は７月後半～８月に実施し、諸帳簿点検を行う。
２学期は１０月～１２月に実施し、各校の公表会・研究発表
会に参加する。指導主事として研究発表会の講師として指導
する学校もある。

※１学期は、担当する教師の専門教科の授業を公開し、基礎
的・基本的な知識・技能の習得と思考力・判断力・表現力及
び自ら学ぶ意欲や態度の育成について、よさや課題を明らか
にする。２学期は、1学期の訪問で明らかになった「よさ」
や「課題」を踏まえ、授業の改善点や研究の深まりのある場
面が見られる授業公開を位置付ける。
※２学期の公表会には、保護者・地域公開を行う。

0 0 0

校長の学校経営の進捗状況を把握し、支
援すべき内容を確認する。
市教委訪問で明らかになった「課題」に
ついて、「改善」の見届けを行う。

A

(A)

各学校の学校経営の成果や課題を明ら
かにすることができた。
児童生徒の学習姿勢の指導が十分にな
され、集中して学習に取り組む姿が見
られた。中学校においても、３中学校
とも大変落ち着いて学習に取り組んで
いた。
市教委訪問を１つの機会にして、授業
力の向上を目指した授業実践を公開し
ようとする教師の意気込みが伝わって
きた。
※１学期の市教委訪問の指導略案を簡
略化したことにより、主張したい授業
のポイントを明確にした授業が行われ
た。
諸帳簿は概ねどの書類もきちんと整備
されており、指導助言した内容を踏ま
えた改善がなされていた。

継
続

評価の括弧書きは、昨年度評価

予 算 額

千 円

決 算 額

千 円

不 用 額

千 円

3
みずほの授業開発
推進事業

　学習指導要領の主旨の徹底を図り、授
業の具体を共通理解して、管内の小中学
校の教科教育の向上を目的とする。
・「みずほプラン」（新学習指導要領に
対応した教科等の指導計画基準案）の作
成を行う。

　小学校の教科書の改訂に伴い，小学校の年間指導計画を改
訂した。中学校は、作成した年間指導計画に従って教育課程
を行い、その有効性について検討し、修正箇所を明らかにし
た。

0 0 0

課　題
小中学校ともに、基準となる展開案を活
用し、改善に向けて意見を集約する。

A

(A)

作成した年間指導計画に従い教育課程
を実施しながら、改善点について明確
にする。

継
続

今 後 の 課 題

（１）魅力・特色ある学校に

No 事 業 名 事 業 の 目 的 ・ 概 要 27 年 度 の 実 施 内 容

27 年 度 の 執 行 状 況

（２）教員に確かな教師力を

前 年 度 の 課 題 と 対 応
評

価
評 価 説 明

方

針

評

価
評 価 説 明

方

針
今 後 の 課 題No 事 業 名 事 業 の 目 的 ・ 概 要 27 年 度 の 実 施 内 容

27 年 度 の 執 行 状 況

前 年 度 の 課 題 と 対 応
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4
瑞穂市教育実践論
文事業

教育の今日的な課題を受け、教職員の指
導力及び資質の向上に向けた主体的な研
究実践の中で『生きる力』の育成につな
がる実践を進める姿をめざすことを目的
とする。

・教育実践記録の審査及び表彰
・岐阜大学教育学部同窓会教育実践研究論文への出品

応募総数
　幼稚園…１点　小学校…４５点　中学校…３１点

33 33 0

課　題
若手教員の提出が多いことは素晴らしい
が、テーマの設定や実践の進め方、記録
のまとめ方などが十分身に付いていない
若手教員も多い。

対　応
市や各校の若手研修にて、実践論文のま
とめ方等について学ぶことができるよう
にする。

B

(B)

若手教員を中心に７２点の応募があっ
た。
学校の研究主題に関する内容だけでな
く、自身の専門の教科指導、学級経
営、生徒指導、健康安全、幼児教育
等、幅広い実践があった。課題意識を
もち、年間を通して実践が進められて
いた。

継
続

今後も若手の指導力を高める研修の一環
として進めていくとともに、中堅やベテ
ランの教員も自らの指導を見直し、更に
教員として高まる機会とできるよう働き
かけていく。

5
指導主事派遣（要
請訪問）

瑞穂市教育委員会の学校教育の方針と重
点の具現を一層図ることを目的とする。
各学校（園）の教育実践の充実・向上を
図ることを目的とする。

・市教委指導主事が対応し、各校の公開授業、授業研究会や
各種管理訪問において、対象学級以外の公開学級について指
導した。
※各校の主題研究に関する派遣だけでなく、生徒指導や教育
相談等についても教職員の資質向上を図る現職研修も対応す
る。

0 0 0

課　題
市内の教員がお互いに授業を参観し，自
分の実践の糧にできるようにしたい。

対　応
各校の全校研究会等の一覧表を作成し、
できるだけ相互参観できる仕組みを構築
する。

A

(A)

市教委指導主事により各学校の要請に
応じた派遣を行うことができた。

継
続

6
「みずほの教育」
発行

各学校で今大事にして取り組んでいるこ
と等について市内園学校職員に周知する
ことを目的とする。
・年3回発行する

年３回発行
各学校の特色ある教育の実践、また教育委員会の取組につい
て記事にする。
　各学校の執筆者　１１名
　教育委員会　　　　６名

58 53 5

課　題
状況に応じて、適切な記事を取り上げる
ようにする。

対　応
年間計画を踏まえた上で、状況に応じて
取り上げる話題を変更したり記事内容を
修正したりする。

A

(A)

各校の特色ある教育実践や市の取組に
ついて、学校職員に周知することがで
きた。

継
続

7 教育相談担当者会

市内の不登校児童生徒の状況を伝達し改
善の方向を示すとともに、教育相談担当
者の資質の向上を図ることを目的とす
る。

年４回（１．５時間)実施
市内の不登校児童生徒の状況、各学校区単位でスクール相談
員を中心に各校の現状の交流
　各学校の教育相談担当者　１０名
　スクール相談員　　　　　　３名
　市教委担当者と相談員　計　４名

372 270 102
課　題
アジサイ教室と学校との連携をさらに深
める

B

(B)

各校の教育相談体制の見直しを図るこ
とができた。
スクール相談員からの情報で不登校児
童生徒の実態をつかむことができ指導
に生かすことができた。

継
続

アジサイ教室への通室を通して、学校復
帰を目指すという目標達成のため、個に
応じた支援を行っていく必要がある。
H28年度は学校とアジサイ担当者との連
携をより密にしている。

評価の括弧書きは、昨年度評価

予 算 額

千 円

決 算 額

千 円

不 用 額

千 円

8 教育相談事業
園・各学校における不適応児童生徒・不
登校児童生徒への支援を目的とする。

適応指導教室（アジサイスクール）の運営、教育相談員によ
る各学校訪問及び不適応・不登校児童生徒への対応、保護者
との懇談
　通室児童生徒
　18名(この内の数名が　月～金に通室）
　保護者との懇談（随時）
　進路についての学習会　保護者・生徒　２０人参加

7,359 7,359 0

学校（教育相談担当者、担任）と保護者
とアジサイ相談員との更なる連携をはか
り、児童生徒の不登校の様相に応じた適
切な支援・指導が行えるようにする。
児童生徒の社会性を養い、コミュニケー
ション能力を高めるための学習、活動及
び行事の見直し、精選を図る。

A

(A)

午前中は学習の時間を位置付けたこと
で基礎・基本の学習内容を補充するこ
とができた。
教育支援センターで、過しやすい環境
で支援をすることができ、ホールで運
動するなど体づくりを行うことができ
た。
ボランティアの先生にも来ていただ
き、様々な体験的活動ができた。
「学校復帰チャレンジの日」を毎週水
曜日に位置付けたことで、学校へ復帰
できた自動生徒が増えた。

継
続

9 就学援助事業

経済的な理由により、就学が困難と認め
られる児童生徒の保護者に対して、給食
費や学校納入金など学校に必要な費用を
援助することによって、ひとしく教育を
受ける権利と機会を与え、義務教育を円
滑に実施をすることを目的とする。

児童生徒の保護者及び保護者と住所を同じくしている親族の
市町村民税所得割額が非課税で、生活保護に準じる程度に経
済的に困窮していると教育委員会が認めた方で、母子家庭等
で児童扶養手当を受給している等の条件に該当する保護者に
対して、学校給食費や学校納入金等を援助する。

（平成２８年３月現在）
　穂積小　　８　　穂積中　　　１５
　本田小　　６　　穂積北　　　１２
　牛牧小　１１　　巣南中　　　　６
　生津小　　７
　南　小　　３
　中　小　　２
　西　小　　８
　小学校計４５　　中学校計　　３３

6,650 5,126 1,524

A

(A)

就学時健康診断において新小１年生を
対象に案内を行うとともに、同時期に
学校から在校児童・生徒の保護者に案
内を行い周知を図った。

継
続

今 後 の 課 題

（３）一人一人に支援を

No 事 業 名 事 業 の 目 的 ・ 概 要 27 年 度 の 実 施 内 容

27 年 度 の 執 行 状 況

前 年 度 の 課 題 と 対 応
評

価
評 価 説 明

方

針
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10
高等学校等就学奨
励一時金交付事業

高等学校等に就学しようとする者のう
ち、経済的な理由により就学することに
支障のある者の保護者に対し交付するこ
とにより、就学に要する経済的負担の軽
減を図り、有為な人材の育成に資するこ
とを目的とする。

平成２５年度　中学校卒業者７名
平成２６年度　中学校卒業者６名
平成２７年度　中学校卒業者６名

600 300 300

A

(A)

市内中学校在籍者については学校より
案内を行った。市内中学校在籍者でな
い者については広報みずほに掲載をし
周知を図った。

継
続

評価の括弧書きは、昨年度評価

予 算 額

千 円

決 算 額

千 円

不 用 額

千 円

11
科学作品・社会科
作品募集事業

＜科学作品＞
　児童生徒の自主的な研究活動を奨励
し、その結果を交流することで理科教育
の振興を図ることを目的とする。
※県児童生徒科学作品展中央展予選を兼
ねる
＜社会科作品展＞
　児童生徒が自ら課題を設けて、社会的
な問題等を主体的に追究する学習を支援
し、社会的な見方や考え方を培い、問題
を解決していく力の育成を目的とする。
※県社会科課題追究学習作品展予選を兼
ねる。

・要項及び作業計画書の作成
・審査会運営事務（審査会の流れ・審査基準・審査用紙等の
作成）
・審査結果の取りまとめ及び県作品展への出品事務（出品一
覧作成・搬入・搬出）
・展示会の運営
・応募総数
　＜科学作品＞　　　小学校　８０点　　中学校　１１点
　＜社会科作品＞　　小学校　５２点　　中学校　１３点

39 34 5

課　題
駐車場、展示スペース、審査事務作業を
考えた会場設定、会場づくりを行う。

対　応
当初は隔年で市民センターと巣南公民館
を交互で進めていく計画であったが、今
年度より毎年巣南公民館を会場に設定す
る。作品の募集、出品、審査、搬出に関
しては、例年通り滞りなく進める。

Ｂ

(B)

巣南公民館で作品展を実施したこと
で、駐車や展示、審査事務等を滞りな
く進めることができた。
展示会については、土日の２日で、昨
年度より多くの方に参加していただけ
た。（８３０名　　昨年度　８０３
名）

継
続

今後も市民センターではなく、巣南公民
館で開催していく。市内で作品展を開催
し、質の高い作品を鑑賞することができ
ることで、児童生徒だけでなく、保護者
の意識も高まっている。今後も継続して
いく必要がある。今後は鑑賞のマナーの
向上にも努めていく。

評価の括弧書きは、昨年度評価

予 算 額

千 円

決 算 額

千 円

不 用 額

千 円

12
小学校社会科副読
本編集委員会

小学校３・４年生の社会的な見方や考え
方を培うため、身近な地域の社会的事象
を取り上げた教材を編集・作成し、各小
学校で副読本として活用することを目的
とする。

回数：２回
内容：小学校社会科副読本の編集委員会の開催、副読本原稿
の編集及び製本

486 0 486

課題
改訂された副読本について、授業を進め
ながら、資料としての使いやすさ等を検
証する。

A

(A)

副読本の内容について、資料としての
使いやすさを検証する。

継
続

13 行事調整会議
管内の園・小中学校の年間行事の調整を
図ることを目的とする。

・教務主任研修会での行事調整及び翌年のカレンダー作成 0 0 0

課　題
教務主任研修会にて、年４回の行事調整
会議をもち、修正しながら運用している
が、臨時に期日変更等が生じる場合もあ
る。

対　応　行事等の期日が変更になった場
合は、その都度、事務連絡文書を送付し
たり、電話連絡で確認したりして変更の
旨を伝える。

A

(A)

実務的な調整を行っている教務主任の
参加により、行事による保護者の動き
を調査したり、指導主事派遣や各種研
究会等、即時相談しながら調整・確認
できている。
翌年のカレンダー作成時には、保育所
の代表にも参加いただき、行事調整が
行えた。

継
続

14 生徒指導関連

教師と児童生徒の信頼関係及び児童生徒
相互の好ましい人間関係を育てるととも
に生徒理解を深め、児童生徒が自主的に
判断、行動し積極的に自己を生かしてい
くことができるようにすることを目的と
する。
・学校指導体制の確立、生徒指導主事の
資質向上、他機関との連携等の充実を図
る。

・生徒指導主事会（生徒指導主事研修会）
・突発的な事案による学校等訪問
・主幹教諭との懇談

【定例会議】
・生徒指導・教育相談担当者会　：３回（各３時間）
・本巣市・瑞穂市・北方町小中高生徒指導連絡協議会：３回
（各３時間）
・地区幼小中高生徒指導連携強化委員会：３回（各3.5時
間）
・本巣市・瑞穂市・北方町中学校生徒指導主事会：２回（２
時間）
・北方署管内立ち入り調査１回（３時間）

0 0 0

課　題
何度も研修会があるため、しっかりと会
の役割や目的を明確にしないと形骸化し
てしまう。
いじめ未然防止に向けた瑞穂市としての
具体的な取組が必要。

対　応
生徒指導主事研修会が形骸化しないよう
に、研修会のテーマを明確化し、研修内
容に特色を持たせる。
いじめ未然防止に向けたよりよい学級集
団づくりと適切な個別支援のために、
「Ｑ－Ｕ」検査を継続する。

A

(A)

各校の実践交流や情報交流だけでな
く、市民安全対策監や主幹教諭の講話
を位置付け、様々な観点から学ぶこと
ができた。
昨年度は小学校の５年生以上で実施さ
れていたＱ－Ｕの検査を、小学校の３
年生以上で実施したことで、より多く
の児童生徒の実態を捉え、その後の指
導に生かすことができた。

継
続

評

価
評 価 説 明

方

針
今 後 の 課 題No 事 業 名 事 業 の 目 的 ・ 概 要 27 年 度 の 実 施 内 容

27 年 度 の 執 行 状 況

前 年 度 の 課 題 と 対 応

（５）その他

評

価
評 価 説 明

方

針
今 後 の 課 題前 年 度 の 課 題 と 対 応No 事 業 名 事 業 の 目 的 ・ 概 要 27 年 度 の 実 施 内 容

27 年 度 の 執 行 状 況

（４）子どもに感動体験を

- 附14 -



15 進路指導関連

児童生徒が自らの生き方を考え主体的に
進路選択できるようにすることを目的と
する。
各校の計画的、組織的な進路指導につい
て指導・助言を行う。

・Ｈ２７県立高等学校及び特別支援学校入学者選抜要項説明
会　：1回（１人）

・調査書等記載点検
　回数：３中学校（計３回）
　点検人数：計１２人（４人×３回）

0 0 0

課　題
外国籍生徒の受検等、手続き上の確認の
徹底を図る必要がある。

対　応
様式の変更などを確実に周知させ、厳密
な点検を行う。

B

(B)

各校と市教委が、要項に従って確実に
進路事務作業を進めることができた。

継
続

今後も増加するであろう外国籍生徒の受
検手続きやその他の変更点等の確認と周
知を徹底する。

16 指導主事研修会

瑞穂市教育委員会の学校教育の方針と重
点の具現が各校（園）で一層図られるよ
う、教育実践の充実・向上及び教職員の
資質向上について、研修会等で指導・助
言する資質や能力を身につけることを目
的とする。

・参加者人数：のべ１１人
・教科・領域等の県主催の指導主事研修会に参加。指導主事
としての資質向上を図る。

0 0 0

Ａ

(A)

「学校や市町で研修を充実させる」と
いう県の研修の方針を受け、指導主事
の研修会に市教委指導主事３名が参加
した。
「国語」「技術・家庭」「特別支援」
「進路指導」「道徳」「生徒指導」の
研修に参加した。（計２４日）

継
続

17 幼保小の連携協議

幼稚園、保育所から小学校への滑らかな
接続に取り組むことで、園児が安心して
小学校へ入学できるようにするととも
に、市として発達や学びでの連続性に即
した一貫した教育指導を推進していく。

幼児教育の在り方検討委員会、市幼保小連携推進会議、各小
学校区幼保小連携協議会を行い、以下のことに取り組む。
（１）幼保小の連携
（２）幼児教育の充実
（３）特別支援教育の体制整備
（４）保護者支援・子育て支援

424 420 4

課　題
作成したカリキュラム等を実践し、工
夫・改善していく。
各小学校区幼保小連携協議会の主体的な
取組を進める。

対　応
カリキュラムを実践し、改善案を作成し
た。各小学校区の実態に合わせた連携を
進めた。

Ａ

(A)

各小校区幼保小連携協議会を中心に、
幼保小の交流が行われ、教員・保育士
の相互理解が進み、お互いが積極的に
取り組むようになった。
保護者アンケートをとり、幼保小連携
の取り組みへの保護者の意識がわかっ
た。
市幼保小連携推進会議で検討を重ね、
幼児期終わりのカリキュラム・スター
トカリキュラムの見直しを行った。
見直したカリキュラムの冊子を作成し
て各幼保小に配布し、２８年度の実践
につなげる。

継
続
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生涯学習事業

（１）魅力ある生涯学習 評価の括弧書きは、昨年度評価

予 算 額

千 円

決 算 額

千 円

不 用 額

千 円

18 自主事業

・活力に満ちあふれた瑞穂市民を生み出
すために、舞台公演による芸術文化の鑑
賞を通して市民文化活動の活性化を図
る。
・親子劇場、文化講演会、ネオクラシッ
クコンサート、みずほ演劇祭

文化講演会「齋藤孝」
　　　（９/２０　 ６３５名参加）
第１６回ネオクラシックコンサート
　　　（１２/２０ 　５６０名参加）
第１５回みずほ演劇祭（１７団体）
　　　（１/１６～２/１４　３,４８２名参
加）
しまじろうコンサート（２回公演）
　　　（３/２０　１,２５６名参加）

6,680 6,351 329

課　題
短絡的・興行屋的に事業を実施するので
はなく、市の生涯学習方針の中で、その
時代に合った内容の事業を実施する必要
がある。
対　応
市社会教育の方針と重点である『人づく
り』の観点から、自主事業において市民
に発表の場や活躍する場を提供した。

A

(A)

文化講演会では、『人間関係をつくるコ
ミュニケーション力』をテーマに齋藤孝
先生に講演していただいたところ、早
速、同講演会において市民同士のコミュ
ニケーションの実践が見られ、会場は大
いに盛り上がった。
ネオクラシックコンサートでは、同コン
サートのために市民楽団が集結し、ネオ
クラシック合唱団を結成。岐阜県交響楽
団のオーケストラとの美しいコラボレー
ションが見られた。

継
続

19
高齢者の生涯学習
の推進

・高齢者が生きがいをもって生活できる
環境を整備するための学習機会の提供。
・瑞穂大学寿学部　６０歳以上の男女対
象１４回の教養講座
・瑞穂大学女性学部　成人女性を対象１
５回の教養講座(寿学部との合同講座６
回)
・瑞穂大学脳力活性学部　市内小学校で
６０歳以上の男女を対象　国語、算数を
中心とした授業
・高齢者人材活用事業　　明正会による
子ども会や学校への出前講座

寿学部
６０歳以上の男女を対象に１４回の教養講座
（Ｈ２７：６９７名）
女性学部
成人女性を対象に１５回(うち６回は寿学部
との合同)の教養講座
（Ｈ２７：３３０名)
脳力活性学部
６０歳以上の男女を対象に１８回、国語、算
数を中心とした授業
（Ｈ２７：２４名　西小学校）
高齢者人材育成事業
明正会による９回の出前講座（延べ６１名）

4,536 4,344 192

課　題
瑞穂大学（寿学部・女性学部）
申込者（在籍者）に対する出席者の割合
をさらに向上させる必要がある。
受講生のニーズや社会の要請に応じた講
座内容の工夫。

対　応
講座内容を工夫し、瑞穂大学全体ではよ
り多くの方に参加してもらうことができ
た。

A

(A)

寿学部・女性学部では毎回の講座で季節
の歌を取り入れ、講座ごとに変化がある
よう工夫している。寿学部では、実際に
体を動かす５分間体操も行っている。

継
続

20
図書館ボランティ
ア活動の推進

読み聞かせボランティアの養成、ボラン
ティアを活用した図書館事業

・図書館「おはなしの会」読み聞かせの実施
毎週土曜日（両館）月２回火曜日（本館）月
２回金曜日（分館）、本館延べ１，４４５
人、分館延べ１，５５４人参加
・「人形劇ＤＥおはなしの会」（分館5/10実
施）…４９名参加、「おはなしの会スペシャ
ル」(本館11/15実施）…７５名参加
・読み聞かせボランティア研修の実施

86 83 3

課　題
毎週土曜日の「おはなしの会」参加者の
低年齢化が進んでいるので、プログラム
の工夫や絵本の読み聞かせ以外の手法に
ついて研修を継続していきたい。
対　応
読み聞かせボランティア研修「ストー
リー・テリングを学ぼう」（３回講座）
を実施した。

A

(A)

「ストーリー・テリングを学ぼう」（3回
講座）の実施により、絵本の読み聞かせ
以外の手法を学び、おはなしの会の運営
に役立った。

継
続

21 成人式事業の推進

新成人が、自立し、大人の社会へ仲間入
りすることを自覚するための儀式である
成人式を、新成人の願いを大切につくり
上げることによって、ふるさと瑞穂市へ
の思いをもたせる。

成人式実行委員会を５回開催（各中学校から
実行委員を選出）
１月１０日（日）成人式参加者　３８３名
成人式該当者　５５３名

842 771 71

課　題
成人式実行委員の選出の際に、各中学校
に恩師が在籍していない場合があり、困
難をきたすことがある。

対　応
平成２４年度末より中学校卒業時に成人
式実行委員の候補者を推薦してもらい、
名簿を基に５年後実行委員を依頼できる
ようにした。

Ａ

(A)

実行委員会による主体的な取り組みによ
り、企画・運営できており、厳粛な中に
も、温かさがある式となっている。

継
続

22
乳幼児期からの家
庭教育の充実

子どもの発達段階に応じた親の関わり方
についての学習を支援する。子育てを通
して家庭のネットワークを広げる。

乳幼児家庭教育学級：保健センター２ヶ所で
３回ずつ開催、受講生１６名、延べ３８名参
加、託児ボランティア１５名、延べ２８名託
児。
家庭教育学級：市内で１２学級開設、子育て
に関する講話、親子活動、体験活動　等

790 750 40

課　題
乳幼児家庭教育学級の父親の参加者が少
ない。家庭教育学級については、運営委
員が毎年交代するため、引継ぎに課題が
ある。

対　応
乳幼児家庭教育学級は、父親が参加しや
すい環境を整えるために、休日に講座を
開設した。家庭教育学級では、次年度の
運営委員と交流会を行った。

A

(A)

乳幼児家庭教育学級については、休日の
参加者１８名のうち５名が父親であっ
た。
家庭教育学級については、岐阜地区リー
ダー研修会においてほづみ幼稚園が発表
し、他の市町と情報を交流した。また、
２月の家庭教育学級情報交流会では、次
年度の運営委員が参加し、他校の実践発
表を聞くといった、意欲的な姿勢がみら
れた。

継
続

前 年 度 の 課 題 と 対 応
評

価
評 価 説 明

方

針
今 後 の 課 題No 事 業 名 事 業 の 目 的 ・ 概 要 27 年 度 の 実 施 内 容

27 年 度 の 執 行 状 況
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23 市民文化の育成

・市民による文化・芸術活動を支援し、
発表の場や鑑賞の機会の充実に努める。
・演劇祭
・ネオクラシックコンサート

・文化協会、演劇祭実行委員会等の文化・芸
術活動団体に対する支援
・施設の修繕・整備

0 0 0

課　題
市民参画・参加型事業の推進と一般参加
者の拡大を更に推進するため、文化講演
会もそれに関連付けて実施できるように
検討する。

対　応
平成２８年度の文化講演会を男女共同参
画推進事業と関連させて実施できるよう
予算化した。

Ａ

(A)

文化講演会の参加者の傾向として、女性
及び高齢者の割合が多いため、男性や若
者の参加者を増やせるよう、男女共同参
画を推進している企画財政課と連携し
て、講師選定や講演会の実施方法を検討
し、平成２８年度予算反映した。

継
続

（２）生涯スポーツ 評価の括弧書きは、昨年度評価

予 算 額

千 円

決 算 額

千 円

不 用 額

千 円

24
生涯スポーツの振
興

・生涯にわたり心身ともに活力に満ちた
生活を営むため、スポーツ・レクリエー
ションに親しむことができる機会と場の
提供
・ファミリーハイキング
・体育教室の開設　リトミック親子体操
・みずほ体操、ゲートゴルフの普及
・サーキットトレーニング講習会

・ファミリーハイキング（５/１６白川郷 １
５７名参加）。
・市民ボウリング大会（８/２８　１４３名
参加）
・ゲートゴルフ大会（１１/２２　９５名）
・リトミック親子体操教室５回コース年３回
（５３組参加）。

1,316 1,267 49

課　題
体育協会、スポーツ推進委員並びに教育委員
会との連携を密にした市民にスポーツの機会
と場を提供できるプログラムの工夫
スポーツ少年団員の確保

対　応
各事業へ多くの市民に参加してもらうため、
ＰＲや魅力ある活動となるよう工夫する。ま
た、スポーツ少年団への加入ＰＲの継続を行
う。

A

(A)

各事業とも多くの市民の参加があり、ス
ポーツに親しむ場を提供することができ
た。
スポーツ少年団団員数H26年度806名、H27
年度783名
今後も体育協会と連携し、スポーツ少年
団員の確保に努める。

継
続

25

生涯スポーツ・地
域スポーツの推
進、青少年スポー
ツの振興

・地域における身近なスポーツ環境を整
備して生涯にわたって積極的にスポーツ
に親しむ習慣や意欲、能力の育成
・スポーツ推進委員、総合型地域スポー
ツクラブ(特定非営利法人なかよしクラブ
みずほ)の活動支援

・スポーツ推進委員によるみずほ体操、ゲー
トゴルフの普及支援
・スポーツ推進委員によるスポーツ・レクリ
エーション活動の出前講座推進
・総合型地域スポーツクラブの広報活動支援
・体育協会の活動支援

331 317 14

課　題
スポーツ推進委員による生涯スポーツの
普及のための資質の向上
総合型地域スポーツクラブの活動内容の
充実及び自主財源の確保

対　応
スポーツ推進委員は自主的な研修（３
回）及び対外的な研修（４回）等を行い
資質の向上を図った。
なかよしクラブみずほは、市民のニーズ
に対応した講座の開設による活動内容の
充実を図った。

A

(A)

スポーツ推進委員の人数は定員（２６名
の定員のうち２２人在籍）に達していな
いため、個別に依頼をした結果、平成２
８年度より２５名就任してもらうことに
なった。
「なかよしクラブみずほ」の活動支援を
推進している。また、幼少期から小中高
生向けの教室数を拡充する取り組みを
図った。

継
続

No 事 業 名 事 業 の 目 的 ・ 概 要 27 年 度 の 実 施 内 容

27 年 度 の 執 行 状 況

前 年 度 の 課 題 と 対 応
評

価
評 価 説 明

方

針
今 後 の 課 題
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幼児支援事業

評価の括弧書きは、昨年度評価

予 算 額

千 円

決 算 額

千 円

不 用 額

千 円

26 保育所保育事業

多様化する保育需要に対応できるよう、
通常の保育のほか、３歳未満児保育、延
長保育等の体制の充実や施設の改築、拡
充を図る。

市立９保育所の定員１，４９５人に対し入
所児童数は１，２５４人でした。その内、
長時間保育は４０２人、延長保育は２７３
人（前年度比較１０人増加）でした。ま
た、一時預かり保育延べ利用者数は２，３
７９（前年度比較７９８人減少しました。

890,130 874,140 15,990

課　題
延長保育の依頼に対するため、支援を要
すると思われる児童に対するため及び待
機児童を解消するための保育士の確保。

対　応
潜在保育士研修会の開催を行った。４会
場で実施し、参加者２１名のうち４名の
就労に繋げることができた。（H28.10月
末現在）

B

(B)

別府保育所の未満児受け入れを２０人増
やし、未満児保育のための設備等を拡充
した。

継
続

延長保育の依頼に対するため、支援を要
すると思われる児童に対するため及び３
歳未満児保育の待機児童を解消するため
の保育士の確保。
※昨年に引き続き、今年度も潜在保育士
研修会を４会場で開催。

27
保育所地域活動事
業

地域の活動は、子どもにとって、異年齢
の子どもや大人、人生経験豊かな高齢者
等との交流を通し、様々なことを学ぶこ
とができ、社会性や集団性を磨くことの
できる絶好の機会である。

地域交流行事を数回開催、地域の行事に参
加、老人施設へ訪問等を行い世代間交流を
図った。

0 0 0

Ａ

(A)

保育所の行事（ちびっこ広場、七夕、遠
足、運動会、夏祭り、クリスマス会、も
ちつき、節分、ひな祭り等）へ地域の老
人会の方の参加、地域の行事に参加、老
人施設へ訪問し、世代間交流を図る。

継
続

（1）明るく活力に満ちた魅力ある保育所づくり

No 事 業 名 事 業 の 目 的 ・ 概 要 27 年 度 の 実 施 内 容

27 年 度 の 執 行 状 況

前 年 度 の 課 題 と 対 応
評

価
評 価 説 明

方

針
今 後 の 課 題
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第１次総合計画【平成１８年度～平成２７年度】における教育委員会関連事業

第３編　基本計画

第１章　安全で快適なまちづくり

第１節　治水・防災対策

防災計画策定事業 防災計画の策定 － 防災計画策定事業 防災計画の策定 －

第２節　交通安全・防犯

交通安全普及事業 交通安全教育の充実 － 交通安全普及事業 交通安全教育の充実 －

第３節　魅力ある市街地づくり

西部多機能拠点整備事業 多目的広場の整備　等 － 西部多機能拠点整備事業 多目的広場の整備　等 －

第４節　交通を支える交通基盤の整備

第５節　上下水道の整備

第２章　心豊かな住みよいまちづくり

第１節　住みよい環境づくり

第２節　自然豊かな環境づくり

第３節　誰もが助け合う地域コミュニティ

地域コミュニティネットワーク事業 ボランティアや支えあいの地域ネットワークづくり　等 － 地域コミュニティネットワーク事業 ボランティアや支えあいの地域ネットワークづくり　等 －

地域の人材育成支援事業 地域活動リーダー育成 － 地域の人材育成支援事業 地域活動リーダー育成 －

第３章　誰もが生き生きと暮らせるまちづくり

第１節　支え合いの社会づくり

子育て支援事業 地域子育て支援センター活動の充実 － 子育て支援事業 地域子育て支援センター活動の充実 －

放課後児童クラブの育成・充実 － 放課後児童クラブの充実 －

子育てハンドブックの充実 － 子育てハンドブックの充実 －

ファミリーサポートセンター事業 － ファミリーサポートセンター事業の充実 －

つどいの広場事業、子育てサロン、病後児保育 － ホリパパサロン（子育てサロン）、病後児保育 －

幼保一元化推進事業 就学前の一貫した教育・保育制度への移行 － 幼保小連携推進事業 保育所・幼稚園から小学校への滑らかな接続をめざした連携の強化 新

保育施設等改築事業 総合施設への制度変更を顧慮した保育所等施設整備 － 保育施設等改築事業 保育所等施設整備 －

私立保育所への支援 － 本田第１・穂積・牛牧第１保育所の保育ニーズを顧慮した改修事業 新

施設維持管理計画策定業務に伴う長期的使用を顧慮した改修事業 新

園庭芝生化事業 新

放課後児童クラブ施設の維持管理整備事業 新

私立保育所への支援 －

総合的な高齢者対策事業 生きがいづくり事業 － 総合的な高齢者対策事業 生きがいづくり事業 －

第２節　健やかに暮らせるまちづくり

第４章　希望を育むまちづくり

第１節　未来を担う人づくり

学力向上 － 魅力ある学校づくり事業 学力向上 －

心の教育、国際理解教育、情報教育等の特色ある教育の推進 － 心の教育、国際理解教育、情報教育等の特色ある教育の推進 －

３年保育の幼稚園設置推進事業 ３年保育の幼稚園設置推進　等 H23 幼保小連携推進事業 保育所・幼稚園から小学校への滑らかな接続をめざした連携の強化 －

学校施設整備事業 穂積小学校大規模改修工事 H18 学校施設整備事業 牛牧小学校校舎増築工事 －

南小学校校舎増築工事 H19 牛牧小学校大規模改修工事 新

牛牧小学校校舎増築工事 － 施設維持管理計画策定業務に伴う長期的使用を顧慮した改修事業 新

穂積北中学校大規模改修工事 － 校庭芝生化事業 新

穂積中学校校舎新築工事 H22 穂積中学校グラウンド整備事業 新

西小学校校舎増築工事 新

学校給食共同調理場新築 給食センターの新築 H19

就学区域の弾力化推進事業 就学区域の弾力化の推進 － 就学区域の弾力化推進事業 就学区域の弾力化の推進 －

小学校における英語学習推進事業 小学校における英語学習の推進　等 H23

特色ある開かれた学校づくり事業
（魅力ある学校づくり事業）

資　　　　　　　料

施 策 体 系
教 育 委 員 会 関 連 事 業

前 期 基 本 計 画 【Ｈ１８～Ｈ２３】 後　期　基　本　計　画　【Ｈ２４～Ｈ２７】
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施 策 体 系
教 育 委 員 会 関 連 事 業

前 期 基 本 計 画 【Ｈ１８～Ｈ２３】 後　期　基　本　計　画　【Ｈ２４～Ｈ２７】

教育研究所充実事業 教育研究所の充実、健全な運営 － 教育支援センター事業 教育支援センター研修事業、適応指導教室「アジサイスクール」等充実 －

学力向上アクションプラン推進事業 「確かな学力」を備えた児童・生徒の育成 －

青少年育成推進事業 地域活動への参加、相談・指導体制の充実、家庭・学校との連携 － 青少年育成推進事業 地域活動への参加、相談・指導体制の充実、家庭・学校との連携 －

第２節　魅力ある生涯学習

生涯学習推進体制整備事業 推進体制の確立 － 生涯学習推進体制整備事業 推進体制の確立 －

各種講座の充実及び情報提供 － 各種講座の充実及び情報提供 －

指導者・講師の育成 － 指導者・講師の育成 －

生涯学習施設整備事業 生涯学習拠点施設整備 － 生涯学習施設整備事業 生涯学習拠点施設整備 －

公共施設での図書スペースの確保等 － 公共施設での図書スペースの確保等 －

市民文化振興事業 文化協会等の自主運営推進 － 市民文化振興事業 文化協会等の自主運営推進 －

サークル活動支援 － サークル活動支援 －

市民スポーツ振興事業 体育協会等の自主運営化推進 － 市民スポーツ振興事業 体育協会等の自主運営化推進 －

サークル活動支援 － サークル活動支援 －

体育・文化施設整備事業 公民館、総合体育館等の整備 － 体育・文化施設整備事業 公民館、総合体育館、グラウンド（生津、大月）等の整備 －

総合型地域スポーツクラブ設立推進事業 総合型地域スポーツクラブ設立の推進 － 総合型地域スポーツクラブ設立推進事業 総合型地域スポーツクラブの活動支援 －

地域コミュニティ推進事業 校区活動事業への補助金の交付等自主運営の推進及び支援 － 地域コミュニティ推進事業 校区活動事業への補助金の交付等自主運営の推進及び支援 －

総合的な高齢者対策事業（再掲） 生きがいづくり事業 － 総合的な高齢者対策事業（再掲） 生きがいづくり事業 －

子どもの読書活動推進事業
子どもの読書活動推進に向けた、機会の充実、環境の整備、広報・啓発の充
実、推進体制の確立 新

第３節　文化の息づくまちづくり

文化財保護事業 文化財保護活動の推進 － 文化財保護事業 文化財保護活動の推進 －

祭り、イベントの支援 － 祭り、イベントの支援 －

中山道歴史環境整備 新

市民文化振興事業（再掲） 文化協会等の自主運営推進 － 市民文化振興事業（再掲） 文化協会等の自主運営推進 －

サークル活動支援 － サークル活動支援 －

第４節　輝く人づくり

魅力ある学校づくり事業 国際理解教育の推進 － 国際交流推進事業 子どもを主体とした文化交流事業、日本語支援団体の育成 新

国際理解教育の推進 －

人権教育啓発事業 人権教育の推進 新

男女共同参画推進事業 男女共同参画プラン策定 － 男女共同参画推進事業 男女共同参画プラン策定 －

第５章　活気あふれるまちづくり

第１節　農業

第２節　商工業

第３節　雇用・就業支援

第４節　観光・交流産業

観光資源ＰＲ事業 地域資源のＰＲ活動推進 － 観光資源ＰＲ事業 地域資源のＰＲ活動推進 －

第６章　市民が主体のまちづくり

第１節　健全な行財政運営

第２節　協働のまちづくり

第３節　情報化の推進

情報通信ネットワーク事業 岐阜情報スーパーハイウェイの活用 － 情報通信ネットワーク事業 岐阜情報スーパーハイウェイの活用 －
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学 識 経 験 者 に よ る 意 見 及 び 助 言 



【参考】Ⅰ：教育委員会の活動状況 Ⅱ：第１次総合計画 Ⅲ：瑞穂市教育の方針と重点 

学識経験者による意見及び助言

【全 般】 

（西垣教授）

・待機児童問題が全国的に騒がれる中、瑞穂市が特に未満児受け入れに向け市全体の未満児枠の拡充を図ろうと努力していることについて、行政として前向きな姿勢が見られる。また放課後児童クラ

ブの不足についても同様、小学校を利用するなど拡充を図ろうとしており評価できる。また、児童ふれあい交流促進事業（乳幼児とのふれあい事業）の廃止については、各校区のＰＴＡがＮＰＯと連

携して事業を継続しているとのこと。市民が主体となり事業を引き継いでいく姿勢が生まれてきているということを考えると、公的な制度に頼らず市民が自らの力で様々な事業を支援していく傾向が

見られ望ましい状態と評価できる。 

・昨年度も指摘したように病児・病後児保育／子育て短期支援事業については、他の実施市に依存するのではなく、瑞穂市の規模を考えると継続的に市内で受け入れが可能になるように行政として尽

力していただきたい。 

（下野教授）

・本点検を継続して見させていただいていますが、問題点や課題として挙げられてきた事柄が徐々に改善されてきていて、この点検を有効に活用されていると感心しています。教育委員会並びに瑞穂

市の教職員の皆様の前向きな姿勢と実行力の賜物と思います。 

【提 案】 

（西垣教授）

・瑞穂市は市内、市外の私立幼稚園へ幼児が平成２７年度に４８４人が通い、その家庭に対して就園奨励費を支給し家庭への援助を行っていることは評価できる。一方、市外の幼稚園に流出している

理由について今後アンケートなどを実施し捉えていく必要を感じる。瑞穂市は公立幼稚園１園と公立保育所施設が幼児教育・保育を担い、民営化せずに公金を投入しており、市として幼児の教育・保

育に対して責任を担おうとしている姿勢が見られ、他市町村の動きとは異なる独自の政策をとっておられる。その意味で、教育・保育を公的なものと取られている姿勢について評価できる。今後も乳

幼児の教育・保育を【公】が担うという考え方は是非継承してもらいたい。しかし、多くの自治体が財政的な問題等により民間活力の活用のため民設民営に切り替えている。もし瑞穂市が民営化の道

へ舵をとるならば、しっかりと市民の意見、ニーズを聴き、市のリードのもと幼児教育・保育の質が担保できる工夫をして事業者を指導していただきたい。また、市民のニーズを捉え、幼保連携型認

定こども園への移行を考える余地はあるのではないか。それにより、今までの保育・教育を基盤に、今まで以上の幼児教育・保育の質を担保する契機としての可能性を秘めていると考えるので、検討

課題の一つと捉えていただきたい。 

・公立と言えど、保育士不足は多くの市町村の悩みであるが、そうした中、潜在保育士の掘り起こしに独自の取り組みをしていることについて評価したい。一方、今後保育所・幼稚園に就職した保育

士・幼稚園教諭が、誇りを持ち、勤務を長年に渡り継続していこうとする意思を育むことが、瑞穂市の保育の質を高める。 

Ⅱ-24 【小学校における英語学習推進事業 小学校における英語学習推進事業】 

（後藤教授）

瑞穂市の小学校には、過去にはそれぞれ特色ある学校が存在していた。牛牧小の理科教育、生津の英語教育、本田小の道徳教育、南小の１５分学習等、県・国に広く認知されている学校である。そ

して、これらの学校から多くの指導者が輩出し、また、教員も誇りを持って教育活動に専心してきた。しかし、今の瑞穂市の小学校を見ると、特色がほとんどなくなりつつある。各学校の主体性は尊

重すべきであるが、もっと、教育委員会がリーダーシップをとり、指定校を示し、教科・領域の研究、及び喫緊の課題である教科横断的な研究、地域との関わり研究などを実施してはどうか。量から

質への転換が迫られ、主体的、対話的で、深い学びが求められている時だからこそ、新しい時代の各学校の研究の在り方や取り組みを期待したい。当面は、新学習指導要領に向けての生津の「英語教

育」、本田小の「教科・道徳」の研究に力を入れてほしい。 

Ⅱ-25 【教育研究所充実事業 教育支援センター充実事業】 

（後藤教授）

この事業は、瑞穂市の未来を担う教員の研修である。そのためには、巨視的な見方と微視的な見方を身につけ、「指示されたことをこなす教師」から「考える」教師をめざす必要がある。 

「考える教師」の育成のためには、ピサ調査や学習状況調査、学習指導要領の表面的な理解だけでなく、それの背景にあるメッセージを把握し、教師自身がインテイクし、実践に移すことが求められ

る。また、喫緊の課題である、カリキュラム・マネジメント、アクティブ・ラーニング、パフォーマンス・ルーブリックの評価、社会・地域とのつながり重視の教育、「何を学ぶか」や「どのように学

ぶか」から「何ができるか」への教育の質的変換、そして、今回の学習指導要領の目玉である小学校の外国語教育等、その根幹を考えなければ対応できない状況である。 

このような状況の中で、瑞穂市としての研修の充実を、社会に開かれた教育課程の視点や教科の横断的な視点で見直す必要がある。特に、これらの課題は、管理職（校長、教頭）のスクール・マネ

ジメント力によるところが大きい。その意味で、若手や職責に応じた研修を継続しながら、管理職研修（市の校長会や教頭会を含む）を最大限充実させてほしい。管理職が変われば、学校が変わる。

先生が変わる。子どもが変わる。地域が変わる。これは不易である。 
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【参考】Ⅰ：教育委員会の活動状況 Ⅱ：第１次総合計画 Ⅲ：瑞穂市教育の方針と重点 

Ⅱ-28 【子ども議会 その他事業（子ども議会）】 

（後藤教授）

１８才からの選挙権、２０年後には今の職業の半分の消滅などの社会状況、また、可能性を見いだせない子ども、学んだことが生活に生かされないと感じている子どもの増大など、課題が山積して

いる。子どもに、「主体的に、思慮深く考え、判断し、行動できる能力」の育成が喫緊の課題であるといえる。その意味で、主権者教育（課題を見つけ、主体的に考え、判断し、行動し、省察する学び）

を中学校レベルで考えることは大変意義深い。その際、主権者教育で、「育成すべき力」を各教科・領域との関連や地域との関係を視野に入れて進めてほしい。 

Ⅲ-４ 【瑞穂市教育実践論文事業】

（下野教授）

 日本の教育問題として、いじめ・不登校・貧困家庭・児童虐待・暴力行為・自殺等が挙げられます。教員はそういった問題への対応に追われ、時間をかけて自身の教育実践をまとめるゆとりがない

のだと思います。２０１３年度実施のＯＥＣＤ国際教員指導環境調査結果によると、教員の報告による直近の「通常の一週間」において、教員の仕事時間の合計は、米国３４．３時間、参加国平均３

８．３時間、日本は５３．９時間と調査参加国の中で一番多いということが分かりました。しかも授業に使った時間は、１７．７時間、生徒に対する教育相談は２．７時間と仕事量が多いわりに授業

や教育相談にあてられる時間が少ないことが分かります。教員が本来の教育活動に専念できるよう教育システムを構築されることと、教育委員会並びに学校長のリードのもと、学校内でのベテラン教

員や中堅教員と若手教員がチームを組んで教育実践をまとめ、授業等の改善が図られることで、瑞穂の子どもたちが更に充実した学校生活が送れることができることを期待します。 

Ⅲ-７ 【教育相談担当者会議】 

（下野教授）

年４回開催されたことで、アジサイ教室と学校との連携をさらに深める方向に向かってきていることが分かります。不登校による２次的な問題として学習の遅れと対人関係の不安が増し、学校への

復帰が一層難しくなっていきます。アジサイ教室を見学させていただき担当者の方々の創意工夫された取り組みは非常に意義のあるものだと思いました。再登校を目指した支援ではなく、結果として

再登校ができるような支援がなされていると思います。国際比較で教員以外の専門スタッフが占める割合は、米国４４％、イギリス４９％、日本１８％との結果が出ています。各学校の教育相談担当

者のコーディネートのもと、外部専門家であるスクールカウンセラー、スクールソーシャルワーカー、スクール相談員等とチームを組んで、不登校の早期発見・即時対応をなされること、教職員の教

育相談や発達障害に関する研修が充実して、不登校を出さない学校つくりや心の教育がなされていくと更に不登校問題が改善されると思います。 

Ⅲ-11 【科学作品・社会科作品展】 

（後藤教授）

児童生徒の自主的な研究活動や見方、考え方を培うための課題解決的な活動として科学、社会科作品展が実施されてきた。この活動に加え、文学（短編小説、物語、絵本、詩、俳句）作品展も同時

に開催することを提案する。これは、「読後感想文」や「私の推薦する一冊」とは異なり、子どもの独創性を文学として発揮させるものである。社会全体や教育の方向が経済優先、実利主義、成果主義

に動いている世相の中で、人格や人間性を養うために肝要であると思われる。また、この文学方面で、才能のある児童生徒は多くいると推測する。是非、彼らの力を長期休業中だからこそ、伸ばして

やってほしい。 

- 意2 -


